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本レポートの発行目的（ESG DATABOOKの位置付け） 

三菱重工グループは、社是やグループステートメントに基づき、現在そして将来の社会の課題やニーズに多様な技術とサービスで応えることによ
り、世界とともに発展し続けることを目指しています。その理念を皆さまにご理解いただくため、経営戦略や業績などの財務要因と、当社グループ
と環境や社会との関係性などの非財務要因を一体的に伝える「MHI REPORT（三菱重工グループ統合レポート）」を発行しています。 
本「ESG DATABOOK」は、その「MHI REPORT」を補完するための資料として、ESG（環境・社会・ガバナンス）情報を集約し、特に当社グループ
のESGへの取り組みに関心の高いステークホルダーの皆さまに向けて、詳細なパフォーマンスデータとともに紹介しています。 

情報開示の体系 

「MHI REPORT」には当社をご理解いただくために重要な財務および非財務情報を集約して掲載しています。 
「ESG DATABOOK」およびウェブサイト「CSR」には、より詳細な非財務情報を掲載しています。 

MHI REPORT： 
https://www.mhi.com/jp/finance/library/annual/ 
有価証券報告書： 
https://www.mhi.com/jp/finance/library/financial/ 
CSR： 
https://www.mhi.com/jp/csr/ 

報告の対象 

対象組織： 原則として三菱重工業（株）および連結子会社を対象としています。 
一部、三菱重工業（株）単体もしくは特定の範囲を対象としているものがあり、その場合は個別に対象範囲を明示しています。 

対象期間： 2019年 4月 1日～2020年 3月 31日（ 一部対象期間以降の活動内容も含む） 
報告サイクル： 年次報告として毎年発行（前回：2020年 3月） 
発行： 2020年 11月（改訂版： 2021年 6月） 

第三者保証 

データの信頼性を高めるため、独立した第三者より保証を受けています。（詳細は p.82-88をご覧ください） 
（注）環境および社会データの第三者保証の対象項目については、該当箇所に✓マークを付しています。 

・ マテリアリティ開示情報に関する保証声明書  ・ 環境データ保証声明書  ・ 社会データ保証声明書
https://www.mhi.com/jp/csr/management/report.html 

参照する基準・ガイドライン 

・ 国際統合報告評議会（IIRC） 「国際統合報告フレームワーク」
・ グローバル・レポーティング・イニシアティブ（GRI） 「サステナビリティ・レポーティング・スタンダード」

GRIガイドライン対照表 https://www.mhi.com/jp/csr/management/report_gri.html
・ 環境省 「環境報告ガイドライン（2018年版）」
・ 経済産業省 「価値創造ガイダンス」
・ 国際標準化機構 社会的責任規格「ISO26000」

将来の見通しに関する注意 

本レポートのうち、業績見通しなどに記載されている将来の数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断したもので、リスクや不確実性を
含んでおり、また、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。従いまして、これらの業績見通しのみに依拠して投資判断を
下すことはお控えくださいますようお願いいたします。 
実際の業績はさまざまな重要な要素により、これら業績見通しとは大きく異なる結果となり得ることをご承知おきください。実際の業績に影響を与
える重要な要素には、当社グループの事業領域を取り巻く経済情勢、対米ドルをはじめとする円の為替レート、日本の株式相場などが含まれます。 
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CSRに関する

三 に基づき 定された社 の に り、社業を じて社会の進 に貢献するものづくり企業として、社会・ 業インフ
ラを支える ・ を世界に し、地 の 決に貢献しています。また、多様なステーク ルダーに配慮した
業活動を 開し、得られた利 をすべてのステーク ルダーの さまに最 に するとともに、 した ・ の
を じて、人と地 の かな 、「持続可能な社会」を実現することを CSR（企業の社会的 ）の基本としています。
2007年に、三菱重工グループ社員の共 の 構えとなる「CSR行動指 」を 定しました。この指 は、「社業を じて社会
の進 に貢献する」と CSRの理 が れている当社社 を、社員がつ に CSRを に行動する上で、 体的にイメージ
しやすい にしたものです。
2015 年には、グローバル と多様性の推進に対応すべく、「三菱重工グループ グローバル行動基準」を 定しました。この
行動基準は、多様な経 、国 、 を持つ当社グループの社員がどのように行動すべきかというグループ共 の 範を 定
しています。
また、世界人権 等の国際 範に 同し人権の 重を推進しており、さらに 2011 年に国連が「ビジネスと人権に関する指

」を採 するなど、国際社会における人権重 の れが まっていることに対応し、2014 年に「三菱重工グループ人
権基本 」を策定しました。
年、SDGs（国連「持続可能な開発目標」）採 や ESG（環境・社会・ガバナンス）投資の 大、EUタク ー等、国際

的な 範やガイドラインにおいてもサステナビリティの重要性が高まり、当社グループに を ぼすメガトレンドも変 し
てきていることから、2015年に策定したマテリアリティを 2020年に し、新たに 5つのマテリアリティを 定しました。

CSR 動指
たしたちは、この地 にたしかな を実現するために、

の

あ れる地 を環境 と環境 で ります。

社 の

積 的な社会参画と、 実な行動により、社会との 関 を きます。

次世代 の

を実現する で、次世代を う人の育成に貢献します。

（その ）

三菱重工グループ グローバル行動基準     https://www.mhi.com/jp/company/aboutmhi/policy/conduct.html

三菱重工グループ人権基本 https://www.mhi.com/jp/csr/social/huamnrights.html

人情報 https://www.mhi.com/jp/privacy.html

全 生基本 https://www.mhi.com/jp/csr/social/health.html

資材調達基本 https://www.mhi.com/jp/company/procurement/policy/index.html

サプライチェーン CSR 推進ガイドライン に関する基本 https://www.mhi.com/jp/company/procurement/csr/index.html

社会貢献活動 https://www.mhi.com/jp/csr/social/contribution.html



CSRに関する

CSRに関する経営レ ルの 決定機関として「CSR 員会」を しています。CSR 員会は CSO（Chief Strategy Officer、
CSR 当 員）を 員 とし、GC（General Counsel、取 ）、CFO（Chief Financial Officer、取 ）、CTO（Chief Technology 

Officer）、HR （Human Resources） 当 員、グループ 略推進 を 員として 6 で構成されています。 として年
2回開 し、ESG・サステナビリティ推進体 の 立に向けて、CSRに関する各種 や重要 項の決定、進 報 などを行
い、ESGに関する重要 項は 数の取 が出 する経営会 で審 ・報 することとしています。
また、コンプライアンス 員会や環境 員会など、CSRに関連する重要な 項を審 するための各種 員会（ ）を以 の り

しています。

査等 員会 メンバー 査等 員である取 （5 ）
開 回数 16回 年（2019 年 ）

員指 ・報 会 メンバー 社外取 （6 ） 取 社
開 回数  8回 年（2019年 ）

社外取 による会合 メンバー 社外取 (6 ) ( 要に応じて)社内出
開 回数  1回 年（2019年 ）

CSR 員会 メンバー CSO（CSR 当 員）を 員 とし、GC、CFO（取 ）、CTO、
HR 当 員、グループ 略推進 を 員として構成

開 回数  1回 年（2019年 ）

コンプライアンス 員会 メンバー GC（ 務 行 員）を 員 とし、24 で構成
開 回数  2回 年（2019年 ）

人権 発推進 員会 メンバー HR 当 員（ 行 員）を 員 とし、25 で構成
開 回数 要に応じ、 開

三菱重工グループ環境 員会 メンバー CTO（ 務 行 員）を 員 とし、13 で構成
開 回数  1回 年（2019年 ）

出関連法 員会 メンバー GC（ 務 行 員）を 員 とし、13 で構成
開 回数 2回 年（2019年 ）

（ ）実施回数は報 の対 （年 ）内数 。 員会メンバーは発行時 とする

動 の

グローバル・ ンパニーとして、つ に国際的な行動 範に った 業活動を行っています。当社は 2004年に「国連グロー
バル・コンパクト」に参加し、人権、労働、環境、 の 4 における 10 の ・実 に めていくことをコ
ットしています。また、2010年に策定された、組 の社会的 に関する国際的なガイドラインである ISO26000を重 し、
CSR活動の推進に活用しています。情報開示に関しては、非財務報 の国際基準である GRI（グローバル・レ ーティング・
イニシアチブ）の「サステナビリティ・レ ーティング・スタンダード」をはじめとした、国内外の報 基準に った情報開
示に めています。

ック ッ

ーバル・ ンパクト の
当社は、2004 年に本活動に し、10 を実 するとともに、2015 年には当社グループ社員が すべき行動 範を示
した「三菱重工グループ グローバル行動基準」を 定しました。これからも引き続き、グローバル企業に 応しい高い倫理
と 実さを持って、 業活動を 続していきます。



ーバル・ ンパクトの10
 1 人権 の支持と 重
2 人権 への非加

 3 社の と団体交 権の 認
 4 労働の排
 5 労働の実効的な
6 用と職業の 別

 7 環境 の 的アプローチ
 8 環境に対する のイニシアティブ
9 環境にやさしい の開発と
10 要や を あら る の の取り組み

ISO26000 7 の ルー の 取 組

1 組
組
コー レート・ガバナンス  リスクマネジメント

2
デ ーデリジェンス 人権に関する 機的状況 加 の回 情 決 別および社会的 市 的および政治的権利 経
済的、社会的および 的権利 労働における基本的 および権利
人権  サプライチェーン・マネジメント

3
用および 用関 労働 および社会的 社会対 労働における 全 生 職場における人材育成および
労働 行  労働 全 生  人材開発  人材の と定着

4
の 持続可能な資 の利用 気候変動の および気候変動への 応 環境 、生 多様性、および 生 地の回

環境マネジメント  気候変動  水リスク  生 多様性  ・

5
職 ある政治的関 な バリ ーチェーンにおける社会的 の推進 財 権の 重
コンプライアンス

6 （ の ）
なマー ティング、 実に した りのない情報、および な 約 行 の 全 生の 持続可能な
に対するサービス、支援、ならびに 情および の 決 データ およびプライバシー 要 可 なサービス

へのアク ス 育および 向上
  スタマー・リレーションシップ・マネジメント

7 ティ の ティの
コ ニティへの参画 育および 用 出および 能開発 の開発および へのアク ス および所得の
出 社会的投資
社会貢献活動

（ ） 主 ・ は（財）日本 会 「ISO26000 を理 する（2010 年 11 月）」を参考にしています。



ルー のステーク ルダー

社会の進 に貢献する ものづくり を 業の基本に え（「社 」）、社会基 の やお さま先での環境 に す
る の生 に めています。そして、こうした の によって得た利 を 業活動に関 るすべてのステーク ルダー
の さまに最 に するとともに、 社の生 活動における環境 を することを CSR（企業の社会的 ）活動
の基本としています。

ステーク ルダー の対

三菱重工グループは、 、サプライヤー、ビジネスパートナー、グループ社員、地域コ ニティなど、 業活動に関 るさまざま
なステーク ルダーの を経営に活かす取り組みを重 しています。日 の活動の でステーク ルダーの を うことの に、CSR

や社会 に関する 的 を する やNGOとのダイアログにより、社会的な を取り入れるように めています。
2020年 6月には、 務 行 員 CSO 成 推進 の加 が東京理 大 大 経営 経営 の

と対 し、三菱重工グループが社会の 決に貢献するために進 べき 向について 交 を行いました。また同
年 9 月には、新たなマテリアリティの 定にあたり、CSR 員会のメンバーが各 の の から 定プロ スの
当性についてご を いました。



ステーク ルダー の対

イトル 日 （ ）

ESG重要 の
定プロ スについて

2020年 9月 4日 立 大 21世 社会デ イン  
理子

定非営利活動法人サステナビリティ日本フォーラム 代表理

東京大 大 工 ・経営企画
（ 経営 略 ）

一

社会 のうち優先して対応
すべき重要 の 定プロ ス
について、各 の国内
とダイアログを実施。

社会 決に
貢献するために
進 べき 向について

2020年 6月 日 東京理 大 大 経営 経営 SDGs 達成への貢献等、社会の
発 を支えるための価 をどの
ように世界に していくか、

とダイアログを実施。

「ビジネスと人権」への
対応について

2016年 9月 14日 OECD ある企業行動に関する 業部会
Roel Nieuwenkamp

ASEAN CSRネット ーク CEO
Thomas Thomas

サプライチェーンにおける人
権リスクへの対応等について、
人権をはじめ環境やガバナン
ス等に い を する
とダイアログを実施。

ESG 重要 の の
取り組みについて

2015年 9月 15日 人権ビジネス 所 米国取 代表 行 会
素子

International Corporate Accountability Roundtableディレクター
Amol Mehra

ドイ 人権 所 ビジネスと人権に関する法律
Christopher Schuller

デンマーク人権 所 ディパートメント・ディレクター 
Allan Lerberg Jørgensen

重要 の内 や の取り組
みについて、「ビジネスと人権」
のグローバルな 成の
にいる 外 とダイアログ
を実施。

ESG重要 の
定プロ スについて

2014年 9月 3日 人権ビジネス 所
John Morrison

デンマーク人権 所
Catherine Poulsen・Hansen

International Corporate Accountability Round Table
Amol Mehra

社会的 のうち優先して対
応すべき重要 の 定プロ
スについて、 外 と

ダイアログを実施。

業において重要な
人権 について

2013年 3月 13日 東京経済大

経済人コー 会 日本 員会

人権 の ・ 定のため、
「ニッ ンCSRコン ーシアム」
メンバーの と
とダイアログを実施。

「三菱重工 環境ビジョン
2030」を まえた
目指すべき環境・
エネル ー のあり

2012年 2月 27日
3月 8日
3月27日

株式会社大 総 環境・CSR調査部
理子

大 広報 略本部 ・

環境とCSRと「 」のビジネス情報 「 ルタナ」

「三菱重工環境ビジョン 2030」
に対する とダイアログ
を実施。

「理 育支援活動」に
すること

2011年 2月 17日 広 市立  
先生

NPO法人子ども・ ・ の会 理
、 一

新たな理 育支援計画の策
定に するため、 および
N P Oの さまとダイアログを
実施。

（ ） 職、 きは当時のもの



ステーク ルダー の

業 を く各地域のニーズや に応える活動を 開するとともに、グローバルな社会的 にも貢献していくため、
2012年 から社内 「地域・社会連 資金 （ 社会貢献基金 ）」を運営しています。この は、社員が ランティア活
動に参加した時 を金額 算し、その額に応じた 算を 定。活動資金 や社員 ランティア を じて、NPO などと

に 力関 を構 し、ともに社会的 決の貢献を目指すものです。

 2019 の

活動 活動
NPO法人 Fineネット ークながさき 社会

の環境を る会 環境
MOA 関 実行 員会 ・

支 環境
関市 連 会

CAP 関 社会
東市 工会 東フォレスト 部プロジェクト 環境
シでび を るネット ーク 環境

NPO法人 市ラグビーフット ール 会 ・ス ー
本 同組合 地域貢献

市内 ・ス ー
市立 年 ンター、 市まち・ みどり 社 グループ運営共同企業体 ・ス ー

達市ラグビーフット ール 会 ・ス ー



ルー のマテリ リティ

三菱重工グループでは、社会 の 決を じて企業価 を向上さ 的に成 していくために、当社グループが取り組
んでいくべき重要 （マテリアリティ）の 定を行いました。

年、SDGs（国連「持続可能な開発目標」）採 やESG（環境・社会・ガバナンス）投資の 大、EUタク ー等、国際的な 範
やガイドラインにおいてもサステナビリティの重要性が高まり、当社グループに を ぼす可能性のあるメガトレンドも変 してきて
いることから、2015年に策定したマテリアリティを2020年に し、以 の り、新たに つのマテリアリティを 定したものです。

回 定したマテリアリティは、 経営計画（2020年 10月発表の 2021 業計画）に するとともにマテリアリティご
とに目標を 定し、当社グループの非財務経営指標として定 的に進 をモニタリングします。

マテリ リティ 社 SDGs

を

(
) 

社 に
エ ル ー の

気候変動の
GHG排出量の
エネル ー・ 力の 定
エネル ー効率の
生可能エネル ーの

3R・サー ラーエコ ーの推進

AI・デジ ル に る
社 の変

AI・デジタル社会の進
労働力 に対応する生 性向上

への対応
交 の 全性・利 性の向上
モビリティの 炭素
動ニーズの多様
加する 量への対応

・ 社 の

による 全
気候変動の 応
インフラの機能・ 性の
インフラの合理 ・効率
業システム・IoTへのサイバー の

パンデ ックの と な対

を
支

る

(

レ

ト

) 

ダイバーシティ推進
エン ージ ントの

人材の育成・
人権の 重
ダイバーシティの推進
労働生 性の向上
労働における 全 生

経営の推進

ー レート バナンスの

組 統治
法 国際 範の

な ・ 業 行
全社リスクの ・管理

な情報開示



マテリ リティの 定 セス

マテリアリティの 定にあたっては、ま は当社グループの 業を し、SDGsやGR I（グローバル・レ ーティング・イニシアチブ）
スタンダード、ISO26000、SASBスタンダード、EUタク ー等の国際的な 組みを 理した社会 リストと づけを行いました。
その上で、社会に対する と 社における重要 の の を考慮し、マッ ングを行いました。さらに CSR 員会を

に を重 、外部 との 交 会で いたご を し、経営会 ・取 会での 認を経て策定しています。
は、 き出された つのマテリアリティごとに全社目標 進 モニタリング指標（KPI）を 定し、着実に活動を 続す

ることで、サステナビリティ経営を推進していきます。

当社の 業・取組を し、SDGsやGRIスタンダード、ISO26000、SASBスタンダード、
EU タク ー等の国際的な 組みを 理した社会 リストとの づけを行い、
当社グループと関 のある 37の社会 テーマを 定

社会 の重要 を で評価、マッ ングを実施
（ : 社会に対する 、 : 社における重要 「マテリアリティ 定の考え 」参照）

マテリアリティマップをもとに、9項目のマテリアリティを 定

マテリアリティ 会 （CSR 員会メンバー）で を行い、
6項目のマテリアリティに り みを実施
外部 3 との 交 会を実施

CSR 員会にてさらに 5項目のマテリアリティに り み、2020年 9月の経営会 ・
取 会を経て 式決定

マテリアリティの全社目標 進 モニタリング指標を し、 定
2020年 に 定したマテリアリティの全社目標は、当社WEBサイトに 表しています。

（参照）三菱重工ウェブサイト    https://www.mhi.com/jp/notice/notice_csr_27.html

マテリ リティ 定の

Step1 
社 の  

Step2 
マテリ リティマッ の 成

Step3 
性の

Step4 
マテリ リティ 定

Step5 

社
進 リン 指 定



マテリ リティの 定に の を

2020 年 9 月 4 日に、3 の の とマテリアリティ 定に関する 交 会を開 し、それ れの の に基
づく 重なご を きました。

フィール
フィール

立 大
21世 社会デ イン

世 に を る 炭素より 炭素を ち出す が時代に している。

気候変動について の か 応は三菱重工業に する の
一つである。 気候変動 セット る 認 す ッセージにな
るのではないか。

定非営利活動法人
サステナビリティ
日本フォーラム
代表理

2015 年に発表した 回のマテリアリティと べ、会社の発 略を 内 となっており、
大きく している。

マテリアリティと の関 性を ることが重要。

社 を に 社の を る （ ウトサイ イン）があるとより良い。

三菱重工業の半 以上が 外 業である 、マテリ リティ の関 取
がある。

東京大 大
工

・経営企画
（ 経営 略 ）

情報 量の を うスマート とエネル ー の 大のようなトレー フを
られる を る マテリ リティにインパクトが

出てくるだ う。

三菱重工業の の成 も まえ、デジ ル デー についても 等か考慮できると、
より のある になるのではないか。それらは、より良い社会の実現に向けて、新
たな 動力を えてくれる要素である。

を

の さまからのご を まえ、当社グループの「気候変動」への対応を に ち出すために「 炭素」「エネル ー 」
をマテリアリティに しました。加えて、「デジタル・データの活用」に関するご示 を まえ、 業関連のマテリアリティとして、
「AI・デジタル 」の項目を り こととしました。また「人権の 重」に関して、当社グループのグローバルでの 業活動の広がりを
まえ、より重要な と位 付けてマテリアリティを 定しました。「 的な発 略との関 」については、 定したマテリアリ

ティを認 した上で 業計画を策定するとともに、マテリアリティの目標に関しては定 的なモニタリングを行っていきます。

（AA1000AS）

2020 年に 定した「三菱重工グループのマテリアリティ」に関する開示情報について、独立した 三 から、AA1000AS の 証を取
得しました。（ はp.82-83をご ください）

（参照） 三菱重工ウェブサイト CSRマネジメント    https://www.mhi.com/jp/csr/management/report.html



2015 に策定 ルー の

（ ）2015 年 に策定した重要 の は、「ESG DATABOOK 2019」 p8 にて 開しています。

1. 組 ース の バナンスの

・ 業を じて持続的に社会に貢献するための組 立

・ な 業 行・ な労働 行の ・グローバルな 性を共 する組 が 立されていること

KPI コンプライアンス 報 数

三菱重工グループ グローバル行動基準 に対する 行 や社会倫理に する行 もしくは の可能性がある行 （ ・ 行 を

）に 面した場合の報 ールとして、グループ会社を めた全社員を対 に「三菱重工コンプライアンス 報 」ならびに「三菱重

工社外 報 」を し、これら へ 報のあった全 に対して、コンプライアンス 員会 務 が やかに調査し、 の内 に応

じて 、 発 策等の対応を に行っています。

数の

2016 2017 2018 2019

労働・職場環境 42 49 81 69

律・マナー 28 17 13 13

取引関連法 11 11 15 12

・ 3 0 1 2

その 34 36 32 44

合計（内、 ・ 数） 118 （64 ） 113 （59 ） 142 （65 ） 140 （66 ）

2. ーバル ースの の活

・ グローバル に 合できる人材の ・育成

・ ダイバーシティと機会均等（女性の活躍推進 ） ・多様性が けいれられている組 であること
（多様性を する要因が取り かれていること）

 KPI   女性管理職 数

2014年 7月に「2020年までに女性管理職 数（ 当職以上）を現状の 3 に引き上 る」目標を 定し、多様性を するダイバーシ

ティマネジメントの一環として、女性の活躍を推進した 、2020年 4月 1日時 で目標を達成しています。

女性 数

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

85 102 126 149 171 204 258

（ ）各年 4 月 1 日時 の 当職以上。三菱重工業（株）および三菱日立パ ーシステムズ（株）の数

3. トレン （ ーバル ） の

・グローバルニーズに応えるイ ーションと 管理

・ 全と の高 （情報の発 と 性の ） ・グローバルな社会ニーズに 合した 略策定・ 業運営を
行っていること



社 を 社

SDGsへの取り組み

CSRマネジメント

三菱重工グループは130年以上に たり、社 「社業を じて社会の進 に貢献する」という に り、社会の発 に貢献してきました。
年、SDGs（ ）に代表されるように社会 が するとともに人 の価 が多様 しています。

当社グループは、これからも 業を じて、経済発 と環境 の 立という 決に貢献する ・ リ ーションを世界に
し続けていきます。

ルー SDGs

（ ）Sustainable Development Goals 2030年までに達成すべき17の「持続可能な開発目標」。2015年9月の国連総会で採 された。

ルー SDGs

現在

展
発
済
経
と
値
価
の
会
社

近未来

の に

洋上  

地 発 プラント 気式3 ウンターバランス式フォークリフト
ガスタービン ター 機
加 水型 子力発 プラント ター チャージャ
CO 2回 プラント、排ガス 環式  ロ ット 上 サービス
高効率ガス発 システム

三菱重工グループは、 効 ガス排出 をはじめ、 業活動のすべてのプロ スにおいて環境 に めるとともに、
より環境に優しい ・ リ ーションの を じて社会の 決の 体的な対策づくりを進めています。

SDG13（気候変動に 体的な対策を）はまさに当社グループが力を発揮できる です。
当社グループは、 効 ガス排出 をはじめ、 業活動のすべてのプロ スにおいて環境 に めるとともに、
より環境に優しい発 プラントや 生エネル ー関連 、CO2回 などの を じて気候変動への 体的な
対策づくりを進めています。



遠い未来遠い未来

遠い未来

地球上のすべての人々が
安心して暮らせる社会

さらに先にある未来への挑戦

Mega Scan
機会領域の探索

Shift the Path
既存事業の転換

MHI FUTURE STREAM

■ものづくりを ースに、社会的価 の変 や 新を取り入れ、 業 域を 大
■ 炭素 と ・ 能 による機 システムの進 に取り組んでいく

脱炭素化
既存事業の低炭素化 脱炭素新ビジネス

電化　知能化

電気駆動への置き換え
データを活用したサービス事業

従来と発想・形状が異なる次世代製品
人と機械の協働 無人化・省人化

Technology Scouting
革新技術の発掘

CSRマネジメント



社会の基 づくりを う ある企業として、すべてのステーク ルダーに配慮した経営を行うとともに、三菱重工グループの持続的
な成 と 的な企業価 の向上を るため、 続的なコー レート・ガバナンスの に めることを基本 としています。
当社は、この基本 のもと、経営の と 行の や社外取 の へいによる経営 機能の に取り組 など、経営システ
ムの 新に め、経営の 全性・ 性の向上および多様性と調 を重 した「日本的グローバル経営」の構 に取り組んでいます。
コー レート・ガバナンス として、2015年に 査等 員会 会社に 行し、社外取 は 査等 員 3 を めた 5 になり
ました。2016年には 員指 ・報 会 を するとともに、取 数を 14 から 11 に しました。2020年には社外取
を 1 員し、取 数 12 のうち半数（6 ）が当社の独立性基準を満たす独立社外取 となりました。これらの により、
決定の と 機能の を っています。

（参照）三菱重工ウェブサイト コー レート・ガバナンス https://www.mhi.com/jp/finance/management/governance/

2020

2020

パフ ーマンスデー

ー レート・ バナンス

取 の 性

取 会の独立性に関する

および目標

（コー レート・ガバナン

ス・ガイドライン 21 ）

（参照）

・ 当社の独立性基準を満たす独立社外取 の人数が、取 全体の 3 の 1以上となるように めます。

・ 社外取 の独立性基準を定めています。

三菱重工コー レート・ガバナンス・ガイドライン

https://www.mhi.com/jp/finance/management/governance/pdf/corporate_governance.pdf

取 の 性

当社の 査等 員でない取 として、当社の業務 行に関する な経 と経営 としての をもちつつ、当社

経営の に る社内出 を指 するとともに、外部のステーク ルダーを考慮しつつ、 的な で経営の

機能を う社外取 を 数 へいする としています。

また、取 会は、全体として ・経 ・能力等をバランスよく え、多様性と を 立さ る で構成す

るように めています。

また、 査の実効性を する から、 査等 員である取 として、会社経営、法務、財務・会計等のさまざ

まな につき、それ れ な ・経 を する をバランスよく選 する としています。

社外取 数

2020

社外取

6
50



ー レート・ バナンスの 成

当社は、会社法上の機関 計として 査等 員会 会社 を採用しています。加えて、取 候 の指 、取 の
およびその の 部 員の選 に関する 項や、取 （ 査等 員である取 を く）その の 部 員の報

等に関する 項について、取 会における審 に先立ち、社外取 の ・ を得て 性および 性をより一
向上さ ることを目的に、取 会の 機関として「 員指 ・報 会 」（2019年 から取 会の 会 ）を
けています。 員指 ・報 会 では、取 の報 等の額またはその算定 法の決定に関する 等につき審 を

行い、取 会で 要の報 が行 れた 、上 等を決定することとしています。
当社の取 会は、取 12 （うち、 査等 員である取 が ）で構成され、 （うち、 査等 員であ
る取 が ）を社外から選 しています。
社外取 には、業務 行部 から 立の立場で当社経営に な や率 な指 をいただくことにより、経営に
対する 機能の を っており、社外取 による 機能をより実効的なものとするため、 の「社外取
の独立性基準」を満たす社外取 の人数が取 会全体の の 以上となるよう めています。また、当社は

定 の定めおよび取 会の決 に従い、法 により取 会の 決 項として定められた 項、 業計画、取
・チーフ フィサー・ 付 行 員の選 および報 、その に重要な 別の 業計画・投資等を き、取
社 に重要な業務 行の決定を しており、 な 決定と機動的な業務 行を可能とするとともに、取

会の主 を業務 行 に対する に くことを可能としています。

取 数 位

総数

行取 数

非 行取 数

独立取 数

女性取 数

外国人取 数

12

3

9

6

2

1

取 会 と CEOの の 無

していない

ー レート・ バナンスの （ 関・ ）（ ）

査に関する機関 員会など

称

メンバー

開 回数

査等 員会

査等 員である取 （5 ）

16回 年（2019年 ）

指 ・選 に関する機関 員会など

称

メンバー

開 回数

員指 ・報 会

社外取 （6 ） 取 会 取 社

8回 年（2019年 ）

その ガバナンスに関する機関 員会など

称

メンバー

開 回数

社外取 による会合

社外取 （6 ） （ 要に応じて）社内出

1回 年（2019年 ）

（ ）実施回数は報 の対 （年 ）内数 。 員会メンバーは発行時 とする



CSRに関する機関 員会など

称

メンバー

開 回数

CSR 員会

CSO（CSR 当 員）を 員 とし、GC、CFO（取 ）、CTO、HR 当 員、

グループ 略推進 を 員として構成

1回 年（2019年 ）

コンプライアンスに関する機関 員会など

称

メンバー

開 回数

コンプライアンス 員会

GC（ 務 行 員）を 員 とし、24 で構成

2回 年（2019年 ）

人権に関する機関 員会など

称

メンバー

開 回数

人権 発推進 員会

HR 当 員（ 行 員）を 員 とし、25 で構成

要に応じ、 開

環境に関する機関 員会など

称

メンバー

開 回数

三菱重工グループ環境 員会

CTO（ 務 行 員）を 員 とし、13 で構成

1回 年（2019年 ）

その ガバナンスに関する機関 員会など

称

メンバー

開 回数

出関連法 員会

GC（ 務 行 員）を 員 とし、13 で構成

2回 年（2019年 ）

（ ）実施回数は報 の対 （年 ）内数 。 員会メンバーは発行時 とする

取 の 性

取 会の出 率 位

平均

最 出 率

98（2019年 ）

82（2019年 ）

取 ごとの取 会への出 率 取 職（2020年 3月 31日時 ） 取 会出 率（2020年 3月 ）

一

次

範

三

加

クリスティーナ・アメ ジャン

平 行

取 会

取 社  CEO  CSO 

取 社 行 員 CFO

取 務 行 員 GC

（社外）取

（社外）取

取 査等 員

取 査等 員

（社外）取 査等 員

（社外）取 査等 員

（社外）取 査等 員

100%

100%

100%

100%

100%

94%

100%

100%

100%

100%

82%



取 の

平均在

年

年

1 （ 査等 員である取 は 2）

3 （2020年 10月現在）

取 の の に関する基準

社内取 については 3社 を目 とする

取 会の実効性 ・

評価の

（コー レート・ガバナン

ス・ガイドライン 32 ）

当社は、従 からコー レート・ガバナンスの向上に向けたさまざまな施策に取り組んでいますが、コー レート
ガバナンス・コードの施行を 機として、取 会全体が実効的にその を たしているかを 証することによ
り、取 会の実効性について一 の向上を るとともに、ステーク ルダーに対する を に たすこ
とを目的として、取 会全体としての実効性に関する ・評価（以 、「取 会評価」といいます）を年に一
実施することとしています（ガイドライン 32 ）。

2019年 においては、昨年 に引き続き、主に「取 会の構成」、「取 会の運営」、「取 会の 機能」、「社
外取 のサ ート体 」の 4つの を に、以 の評価プロ スにより取 会評価を実施しました。

・社外取 を 全取 に対するアン ート調査の 法による 評価を実施

・取 会においてアン ート調査 に基づき

・これらの 評価、 等を まえて、取 会評価の を取 会において決

以上のプロ スによる取 会評価の 、2019年 の取 会については、その実効性に関する重大な 等は
なく、取 会全体としての実効性が されているものと評価しています。
なお、 年 （2018年 ）の取 会評価にて認 した への取り組み状況ならびに 回認 した および
の対応は の りです。

認 の取 組
(1) 当社グループの成 略（機 システムの進 、当社 G 業の Shift the Path等）について、社外取 に

し、経営 とディス ッションする場を けました。
(2) 引き続き各ドメインによる 業状況報 を実施し、 シナリ や 定 業にフォー スしたメリ
リのある内 を工 すると共に、社外取 と各ドメインとの ーティングにより内 を し、社外取
の情報 機会の を行いました。

(3) 社外取 への を 続すると共に、審 の イントを にした資 成・ を行い、取 会
の審 の 実を りました。

認 の対

(1) 全社的な成 略の
変 の しい経営環境の で、当社グループが取り組 べき の成 略や 業 略の全体 について、
炭素 ・ ・ 能 による新 業の開発や、 業の成 略を に、定 的に する機会を

けます。
(2) 当社を取り くステーク ルダーを した
各種ステーク ルダーの を経営 に ていくために、当社経営に対する資本市場の や当社の
ESG・SDGs の取り組み内 と社外からの評価等についてそれ れ報 し、 の対応の 向性を する
機会を けます。

(3) 重要なリスクと管理プロ スに関する
リスク情報の開示が されること等も まえ、全社的なリスク管理プロ スと 出・ 定された重要リス
クについて報 し、 する機会を けます。



取 の

取 （ 査等 員
および社外取 を
く）の報

・ 査等 員でない取 （社外取 を く）の報 は、基本報 に加え、業績の および株主との利 共 という

から、業績連動型報 および株式報 で構成しています。

・業績連動型報 については、連 業績を まえて、取 の 位および 当 業・成 等も して決定しています。

・株式報 については、 員報 BIP（Board Incentive Plan) の 組みを活用し、各取 の 位および当社の業績等に

応じて付 する株式交付 イントに基づいて、当社株式の交付および金 の支 を行っています。

・2019年 月 27日開 の 94回定時株主総会で決 された株式報 定 、支 合は、社 で 基本報

、業績連動型報 および株式報 を目 （ 引 利 2,000 達成の場合。2018年 に付

した株式交付 イントの 価 で算出）とし、上位 位 ど業績連動性の高い体 となっています。なお、金

支を 業活動の成 を業績連動型報 および株式報 に さ るため、業績連動型報 および株式報

の決定において、基 となる指標は 引 利 としており、2019 年 は 引 利 の目標（ し）の

2,100 に対し、実績は 326 となりました。ただし、2019年 は、業績連動型報 の算定にあたって、

各取 の 位によっては、 業績に応じた な報 額とする から、当 実績について対 外計上

の 理の を 外する等の一部 を行いました。

社外取
社外取 には、社外の立場から のあり を主体とする 的なご やご指 をいただくことを し
ているため、 応な 定報 のみを支 しています。

査等 員である
取 基本報 のみとし、その ・職務の内 等を し、 および非 を の上、 応な 定報 としています。

ただし、 の 査等 員については、当社の経営状況その を して、これを 額することがあります。

報 の内 （ ） 対 人数（ ） 位 総額 基本報 業績連動型報 株式報

査等 員でない取 （社外を く）

査等 員である取 （社外を く）

社外 員

5

2

7

477

142

85

238

142

85

13 225

（ ）表の員数には、当 業年 に退 した 査等 員でない取 1 、および 査等 員である取 2 を 。

変動報 の算定基準項目

財務的社内指標

財務的社外指標

当する 業の業績、成 による評価により決定しています。

当社連 業績に基づいて決定しています。

変動報 のうち、 の評価に連動した
報 の 合、内 、算定基準 合

内

47.1

株式報

取 別報 額（ ）   職 位 総額 基本報 業績連動型報 株式報

一 

次 

取

取

145

151

68

74

76

76

（参照） 価証券報 （2019 年 ）P67   https://www.mhi.com/jp/finance/library/financial/pdf/2019/2019_04_04.pdf

（ ）連 報 等の総額が 1 以上である取 の報



取 社 の報 と従業員平均 額の 位

取 社 の年

従業員の平均年

年 の 率

151

8.5

17.7

査等 員会の実効性

職務等

構成等

査活動

2019年 の取り組み成

当社の 査等 員会は、取 の職務の 行、 業報 等の 性、会計 査人の 査の 当性、内部統
システムの実効性等を および 証し、その を 査報 として株主に する か、 査等 員でな
い取 の選 等および報 等についての の決定や会計 査人の選 等に関する の内 の決定等の
職務を行います。また、各 査等 員である取 は、 査等 員でない取 とは 別して株主総会にお
いて選 されており、各 、会社との 約に基づいて、 管 務等を っています。

査等 員会は、取 5 で構成され、このうち 半数の 3 が社外取 です。また、当社は 査等 員
会の活動の実効性 のために、 査等 員の 選により の 査等 員を 2 選定しており、このうち 1
は、経理・財務部 における業務経 のある、財務および会計に関する 当 の を する です。
査等 員会は、経営 査部が実施する 的・定 的な 査の を最大 に活用しています。 の

査等 員は、経営 査部による 査計画の策定・進 状況を 時 認し、 要に応じて経営 査部による
査に立会い、 査 について報 を けます。この 、 の 査等 員は、経営 査部から、 の
発生、対応、対策の各段階で報 を け、それ れ、 に対応されていることを 認します。これらのた
め、 の 査等 員と経営 査部との情報交 会を 月開 し、経営 査部による 査等 員への
査 報 会を 時開 しています。
また、 査等 員と会計 査人は、会計 査人による 査計画や 査 等についての を定 的に交
し、 の 査等 員と会計 査人は、 月情報交 会を開 し、 査等 員会と会計 査人との なコ

ニ ーションを っています。さらに、 の 査等 員は、グループ各社 査 が出 する情報
交 会を定 的に開 し、主要な子会社の内部統 の構 ・運用状況を 認しています。
当社では、 査業務をサ ートするため、 査等 員会 を けて スタッフ（6 ）を配 し、 査等
員会の な職務 行を支援しています。

査等 員である取 は取 として取 会に出 する か、 の 査等 員は、経営会 や 業計
画会 等の重要会 に出 して経営 行状況の 時的 な と に めるとともに、 法状況の ・
認、財務報 に る内部統 を めた内部統 システムの ・運用の状況等の ・ 証を じて、取
の職務 行が法 ・定 に 合し、会社業務が に 行されているかなどを 査しています。

また、 業年 を じた取 の職務の 行の ・ 証により、 査等 員会は当 業年 に る計算
関 が会社の財 および の状況を に表示しているかどうかに関する会計 査人の 査の 法お
よび の 当性について 査 を 成しています。
2019年 は、成 略の ・推進状況、グローバル・グループ経営体 の 状況等に重 を いて、全
般的な 況を に 計の進 やリスクの状況を 取しました。

活動の 、 査等 員会は、2019年 に関し、 業報 等は法 および定 に従い会社の状況を しく
示していること、取 の職務の 行に関する の行 または法 もしくは定 に する重大な 実は
認められないこと、内部統 システムに関する取 会の決 の内 は 当であること、当 内部統 シス
テムに関する 業報 の 内 および取 の職務の 行についても財務報 に る内部統 を めて指
すべき 項は認められないこと、会計 査人の 査 法および は 当であることなどを内 とした

査報 を 成しました。
また、2020年 6月 26日開 の定時株主総会において 査報 の内 を株主に報 するとともに、 査等
員でない取 の選 等および報 等について を べました。

さらに、 査等 員会は、職務の 行が に行 れるための体 の （会社計算 131 各 に
る 項）、独立性、 査の 当性、 業の多様性や国際性に対応できる 査能力および 性ならびに報

の 当性について会計 査人を評価し、2020年 も あ さ 査法人を会計 査人として するこ
とを決 しました。



の 性

査等 員会の出 率 位

平均

最 出 率

97.5（2019年 ）

80.0（2019年 ）

査等 員ごとの 査等 員会への出 率 員 職（2020年 3月 31日時 ） 査等 員会出 率（2020年 3月 ）

加

クリスティーナ・アメ ジャン

平 行

取 の 査等 員

取 の 査等 員

（社外）取 査等 員

（社外）取 査等 員

（社外）取 査等 員

100%

100%

100%

100%

80.0% 

（ ）2020年 月26日開 の 95回定時株主総会の決 により、2020年10月現在の 査等 員は、 、大 治 、クリスティーナ・アメージャン 、
および平 行 となります。

財務 表の 性、
会計 査人の独立性
（2019年 ） 1. 当社の会計 査人である、 あ さ 査法人に対する報 は以 の りです。

査証 業務に基づく報 の額  616 （当社 325 、連 子会社 291 ）

非 査業務に基づく報 の額（ 1） 36 （当社 28 、連 子会社 8 ）

2. 査 認会計 等と同一のネット ーク（KPMG）に する組 に対する報 は以 の りです。（1を く）

査証 業務に基づく報 の額 603 （当社 当なし、連 子会社 603 ）

非 査業務に基づく報 の額（ 2） 616 （当社 361 、連 子会社 254 ）

（ 1）非 査業務に基づく報 は、当社における 権 動 に関する合 された 続業務等の 、および連 子会社における新 業推進・ 立時
調査等その の業務に対する報 です。

（ 2）非 査業務に基づく報 は、当社における 材 業務効率 プロジェクト支援、コンプライアンス 等への 業務、および連 子会社
における 価 に る 業務その の業務に対する報 です。

（参照） 価証券報 （2019 年 ）P.63-64   https://www.mhi.com/jp/finance/library/financial/pdf/2019/2019_04_04.pdf

イ シ の支

支持している国際的イニシアチブ

国連グローバル・コンパクト（UNGC）

グローバル・レ ーティング・イニシアチブ（GRI）

気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）



リスクマ ジ ント

三菱重工グループは、多くの 業 でさまざまな新しい取り組みや をする で、持続的に成 してきましたが、 て、
大 な も経 してきました。また、 年、 業のグローバル と の大型 や の発 ・ などに い、発生
するリスクの もさらに大きくなってきています。
一 、 え なく変 する 業環境の で、企業が持続的に成 していくためには、 業における ・ に加え、新

、新 および新しい ・地域への も続ける 要があります。このような に 業上のリスクを うことは当
であり、その 能力の高さが企業の業績および成 性を大きく することになります。
このような を推進し、次の 躍に えるために、 の経 と の上に、 業リスクマネジメントを 実に 行できる
組みを構 するとともに、トップマネジメントの 略判断を支える高 なインテリジェンス体 やプロ スモニタリングを
し、 業 へのチャレンジを実行できる「コントロールド・リスク・テイ ング」を 向していきます。

リスクマ ジ ントに対する

リスクマネジメントはガバナンスの一環であり、「 ・プロ ス」「企業 」「人材」という各要素が全部 って めて機
能するものと考えています。グローバル市場においてより にリスクに するのと同時に、そのリスクをどのようにマネ
ージできるかが企業価 を 続的に 大さ るための であり、その で、 （ 業リスクマネジメントのマトリック
ス）の り、プロ スからストラテジーまでの 広いリスクを、実務 から経営 まですべての 業参画 ごとに 的、
的に し、コントロールしていくことが非 に大 であると考えています。

リスクマ ジ ントのマトリックス

（ ）SBU Strategic Business Unit（ 略的 業評価 における 業 位）

1



リスクマ ジ ントの

当社グループでは、 施策により 業リスクマネジメント体 の体 と経営 部 業部 コー レート部 の
を っています。

1 
社 ルー の ルール の「 リスクマ ジ ント 」

の ・
業リスクマネジメント対 の定 等を し、これを ・実

2
「 リスクマ ジ ント 」の

トップマネジメントレ ルでの重要リスク情報の
共 や対応

リスクマ ジ ントの活動

当社グループでは、 業リスク総 部を 部 として、経営 、 業部 、コー レート部 の三 が一体となって 業リ
スクマネジメントに取り組んでいます。
体的な活動内 としては、 （ 業リスクマネジメントプロ ス）の り、 業リスクの と発生 の ・対策に

関する やプロ ス面の だけでなく、当社 部も交えた 育などを じて、 業リスクマネジメント人材の育成やリス
ク対応 の 成にも取り組んでいます。

リスクマ ジ ント セス（ ）

（ ）ISO31000を参考

2



サイバーセ リティの取 組

企業活動における情報（ 的財 、 情報、営業情報および 人情報等を ）を っていくことは、社会に多くの重要イン
フラを する三菱重工グループの 務との認 から、サイバー リティの と向上を目指し、当社グループのサイバー

リティ およびサイバー リティ 略を策定しました。また、サイバー リティリスクを重要なリスクの一つ
と認 し、CEOがサイバー リティ 略を するとともに、CTOが経営会 ・取 会に年一回以上報 しています。
当社グループでは、サイバー によるリスクの最 を推進するため、CTO のサイバー リティ推進体 を構
し、当社グループのサイバー リティ統 （基準 ・対策実 ・ ・内部 査）、インシデント対応、 育等を実
施するとともに、グローバルレ ルのフレーム ーク構 に貢献しています。

サイバーセ リティ

当社グループでは、NIST CSF（ ）を参考にサイバー リティの基準を し、ウイルス等の 入の のみなら
サイバー に対する多 的な を じています。
さらに、サイバー リティの 持・向上のため、 性 断や 情報の / 等を じて するサイバー
リティ最新情報を するとともに、定 的な や内部 査などにより基準への 合状況を 認しています。
当社グループ各社がお さまに する の システムについても、 リティリスクをコントロールするフレーム ーク
を構 し、 への実 を推進します。この における次世代 リ ーションの開発には 続的に重 を いています。

（ ）National Institute of Standards and Technology Cyber Security Framework

サイバーセ リティインシデント対

一、サイバーインシデントが発生した場合には、インシデントの 調査、 因 、システムの 、 発 等を
リードする CSIRT（Computer Security Incident Response Team）を し に対応するとともに、関 への報 や 表
等も実施します。重大なインシデントの場合は、取 を 社内関 へ報 するとともに、社の 機管理体 で対応します。

サイバーセ リティ 育

当社グループでは、 員を 全社員にサイバー リティ 育を定 的に実施し、社員の リティレ ルの 持・向
上を っています。

ーバルレ ルのフレー ーク に

業サイバー リティ 会（ 1）、Charter of Trust（ 2）、経団連サイバー リティ経営 に関する取り組み（ 3）

等への参加を じて、グローバルレ ルのサイバー リティ対策におけるフレーム ーク構 に貢献しています。

（ 1） 業サイバー リティ政策 のための経済 業 主 の活動。当社は 2017 年 12 月より参加
（ 2）サイバー リティ 性構 のための 企業レ ルの活動。当社は 2019 年 4 月より参加
（ 3）経団連が 2020 年 3 月に 表

3



三菱重工グループでは、法 や社会 範を し、 で 実な 業活動を推進するために、2001 年 5 月に「コンプライア
ンス 員会」を し、年 2回、全社のコンプライアンス推進計画の立 や進 状況の 認などを行っています。
に社員一人 とりのコンプライアンス を高めるため、2003 年以 、職場で こりうるコンプライアンス をテーマ

として職場 位で し合うディス ッション 式の を 年実施しています。
また、国内外に「コンプライアンス 報 」を し、コンプライアンス または の れがある行 に 面した時な
どさまざまなコンプライアンス・リスクに に対応するように めています。
2015年 5月には「三菱重工グループ グローバル行動基準」を 定しました。多様な経 、国 、 を持つ数 人の人 か
らなるグローバル企業である当社グループにとって、こうした多様性は大 な財 であり、さまざまなバックグラウンドを持
った社員一人 とりが一つの共 の企業 のもとで 業を推進していく 要があります。
この行動基準は、当社グループの社員がどのように行動すべきかというグループ共 の 範を 定したものであり、e-ラーニ
ングによる 育や 子の配 などを じて、世界 の当社グループ社員一人 とりへの を っています。
さらに、2017 年 9 月には「コンプライアンス推進グローバル リシー」を 定し、体 、 、管理 項等コンプライアン
ス推進に関してグループ各社が えるべき基本 項・ルールを にしました。「三菱重工グループ グローバル行動基準」と

て、当社グループ共 の行動 範や基本 項・ルールを することにより、グループ全体の内部統 ならびにコンプ
ライアンスレ ル向上に取り組んでいます。
当社の取 会は、「内部統 システム運用状況」や「GCの業務 行状況（「三菱重工グループ グローバル行動基準」の
状況 ）」について報 を け、当社グループにおけるコンプライアンス推進状況、コンプライアンス・リスク対応やコン
プライアンス 発生状況等を 認することによって、「三菱重工グループ グローバル行動基準」の 状況 コンプライ
アンスに関する重要な 項を に しています。
また、当社および国内外グループ会社において、独 法、 および 出関連法 の に関する e-ラーニングや
会を実施している か、当社および国内グループ会社の 能職向けに「コンプライアンスガイドブック」を 成し、各職場

での 育を じて、 法 の向上につな ています。
外地域におけるコンプライアンスの がこれまで以上に められている 、当社グループは、米 、 、アジア・パシ

フィック、 国の 4地域それ れにコンプライアンス推進 を配 し、地域や国ごとにコンプライアンス連 会やモニタリン
グなどを じて 外グループ会社のコンプライアンス推進 にも取り組んでいます。

（参照）三菱重工ウェブサイト 三菱重工グループ グローバル行動基準  https://www.mhi.com/jp/company/aboutmhi/policy/conduct.html

ン イ ンス推進 （2020 4 1日 ）



ン イ ンス推進 e- ー ン 数

2019

社 からの に対 対

三菱重工は、グローバル行動基準の に基づき、 社会的 力（ 力団、マフィア、テロリスト、 組 、その 組 等の
非合法な活動を行うまたは当社の企業イメージを つける、いかなる組 、 団または 人）からの 当要 には と対応し、関

断を 持することを しています。社内体 としては、本社に 社会的 力排 に る総 を配 するとともに、各
に当 における 社会的 力に る を配 し、関 部 と連 の上、 社会的 力からの 当要 に対し、組 的

に対 することとしています。また、 社会的 力からの 当要 行 に対応する際のアドバイスやサ ートを けるために、平時
から 、 、 機関と な連 関 の構 に めています。当社グループ内での ・ 育については、関 部 への
やコンプライアンス推進 などを じて、 当要 行 に対する 構えや対応にあたっての基本的な考え などを しています。

また、全 で施行されている「 力団排 」については、取引先などとの 約に 力団排 項を 加するなど、 社会
的 力の排 を進めています。

パフ ーマンスデー

ン イ ンス

ン イ ンスの

最高

三  （ 務 行 員、GC）

機関・ 員会

称

メンバー

開 回数

コンプライアンス 員会

GC（ 務 行 員）を 員 とし、24 で構成

2回 年（2019年 ）

内部 報 、
当社ではグループ会社を めた全社員を対 にした「三菱重工コンプライアンス 報 」ならびに社外の

による「三菱重工社外 報 」を し、 職( 等)、 ラスメントを コンプライアンス全
般の について、当社グループ社員のみなら 、お取引先さまなど社外関 からも 付けており、 報
要 は当社グループ ータルなどで しています。また、 の か、 国 、タイ など、主要な
の での 報も 付けられる を しています。これら へ 報のあった全 に対しては、コンプ
ライアンス 員会 務 が やかに調査し、 に対応しています。 報 の運用にあたっては、2007年
に 定した社内 「コンプライアンス推進 」で、「 報 の は本人の なく らかにしない」「
報を理 としたいかなる 利 な取 いもしてはならない」と、 報 の 性を 報 を 定し、
報 の と て ・ しています。

ン イ ンス推進 e ー ン 数

88,133



ン イ ンスの状況

コンプライアンス 実施状況 位 2015 2016 2017 2018 2019 対 範囲

人数 75,303 93,353 84,300 90,300 88,133 グループ

コンプライアンス 報 数 位 2015 2016 2017 2018 2019 対 範囲

131 118 113 142 140 グループ

コンプライアンス 調査
当社では、2004 年 から「コンプライアンス 調査」を実施しています。2013 年 からは当社グ
ループの全員に対 を 大し、e-ラーニングによるコンプライアンス 育と て実施しています。また
2015 年 以 は同年に 定しました「三菱重工グループ グローバル行動基準」の認 、 レ ル等を
認し、社員のさらなるコンプライアンス 向上や、コンプライアンス に向けた施策 に てい

ます。この調査を じて、「三菱重工グループ・グローバル行動基準」等の の施策の 効性を 認すると
ともに、コンプライアンス取り組みの 持・ を っています。

コンプライアンス 数、
内 、および 2019年の 職（ 等）を コンプライアンス 報 のうち コンプライアンス は 66 、 を

行った は 109 でした。重大な はなく、またこれによる 金・ 金の支 もありま ん。

職 に関する
三菱重工は、いかなる 職に がる行 も する を ており、2004年より、国連グローバル・コン
パクトの 企業として、 を 4 における 10 の ・実 に めています。グローバル
な 取引を 開している当社は、外国 務員などに対する 利 などを した 法に加
えて、各国の 法を することを基本 に、 な取引に めています。2005年には「外国 務員

に関するガイドライン」を 定し、 法などに基づく行動基準を示していましたが、2011
年 7月の 国 法（Bribery Act 2010）の施行や、各国での に合 、2012年 2月にこのガイ
ドラインを発 さ て「 等 」および「 に関する 続要 」などのルールを 定し、
社や、代理 などを 用する場合などにおける審査要 を定め、 に取り組んでいます。
さらに、2015 年 5 月には「三菱重工グループ グローバル行動基準」を 定、当社グループのすべての 員
および社員に対し、 の を するとともに、2016 年 9 月には、関連法 と社内ルールを した
「外国 務員 ガイダンス」を発行し、ルールやグローバル行動基準の を っています。2017年
9 月に発行したグローバル リシーにおいて、当社グループ各社は、 に関する取り組みについても

に管理されているかモニタリングし、 要に応じて対策を行うことを 定しています。2017年には、当
社グループの 体 の評価と を るため、外部 を 用して リスクア スメントを実施
し、その評価をもとに 2018 年 に に関するルールを しました。 に 職リスクが高い東 ア
ジアでは 2019年に新たに 職 e-ラーニングを 成し実施しました。また 2019年には、リスクの高い
外現地工 における リスクへの統 状況 認のため、アジア地 等の 査を行いました。 職行 など
重大なコンプライアンス の発生状況や のための に関しては取 会への報 を行うとともに、
実効性を した体 を しています。

の 用範囲

（参照）

三菱重工グループ

三菱重工グループ グローバル行動基準 https://www.mhi.com/jp/company/aboutmhi/policy/conduct.html



政治との関
当社は「三菱重工グループ グローバル行動基準」の で、従業員による政治献金やロビー活動に関する考え
を 、従業員が法務部 の ・ 同 なく当 行 を行うことを しています。

付など実績（2019年 ） 出額

政治 付 33    一般財団法人国 政治 会

職 に関する従業員 育
2014年 から、 ・ に を当てた 育を当社および国内・ 外グループ会社に対して 次推進し
ています。さらに 2015 年 からは、 ・ 行 を 「三菱重工グループ グローバル行動基準」を

・ さ るための 育も、当社および国内・ 外グループ会社全員に対して 次推進しています。
2014年 からは、マネージャークラスを に の e-ラーニング 育を当社および国内・ 外グルー
プ会社に対して 次推進し、 計で約 20,500 が 。2019 年には、 に関する対面型の 育を国
内 7 で実施し、 計で約 1,390 が しました。

法 に関する
当社では従 からグループを て 法 に取り組んでおり、トップからのメッ ージや、「 業 等との

に関する行動基準」などの関連ルール・マニ アルなどによって、 法 行 の を してきました。
さらに、2015年 5月に 定した「三菱重工グループ グローバル行動基準」により、当社グループのすべての 員
および社員に対し、 法 行 の を しています。

の 用範囲

（参照）

三菱重工グループ

三菱重工グループ グローバル行動基準 https://www.mhi.com/jp/company/aboutmhi/policy/conduct.html

法 に関する
従業員 育 ーエアコン用コンプレッサおよびコンデンサの 売に関して、2013年に米国 法 と米国独 法に

る 法取引を行った を け、社員一人 とりの 法 を高め、 発 を るための 施策を 続的
に 開してきました。 体的には、当社グループ全体の法 を するため、 育用ビデ や を
用しての国内外の 法 会や、e-ラーニングなど、コンプライアンス のさらなる 実を り、
発 に向けた各種対策の実行に取り組んでいます。

さらに 2015年 から 法 を 「三菱重工グループ グローバル行動基準」を ・ さ る
ための 育も、当社および国内・ 外グループ会社に対して 次推進しています。2014年 からは、マネー
ジャークラスを に 法 の -ラーニング 育を当社および国内・ 外グループ会社に対して 次推
進し、 計で約 19,600 が 。2019年には、 法 に関する対面型の 育を国内 7 で実施し、
これまでの 計で約 1,500 が しました。



出管理に関する
国際的な平 ・ 全の 持という から、大量 や の開発・ に 用される可能性があ
る ・ の 出・ については、国際的な 全 出管理の 組みによって管理されています。
当社グループにおいても、 出・ 外への に際して、 非判定と取引審査（ 向先国・地域、
用 、 の 認）を実施の上、 要な 出 可を取得した上で 出を行い、管理の に めています。
さらに、2015 年 5 月に 定した「三菱重工グループ グローバル行動基準」により、当社グループのすべて
の 員および社員に対し、 出管理の を るとともに、2017 年 10 月に発行した「 出関連法 グ
ローバル リシー」により、当社グループ各社が、 に 出管理を行う上での基本 項を 定し、 めて

しました。

の 用範囲

（参照）

三菱重工グループ

三菱重工グループ グローバル行動基準 https://www.mhi.com/jp/company/aboutmhi/policy/conduct.html

出管理に関する
従業員 育 出管理に を当てた 育（面着 育および e-ラーニング）を、当社および国内・ 外グループ会社に対

して 次推進しています。当社および国内グループ会社向けには 2007 年 から 出管理 e-ラーニングを
開し、 計 45,000 が 、2017年 から 非判定 e-ラーニングも 入し、 計 6,000 が していま
す。また、2016年 からは、 外グループ会社のマネージャークラスを対 とした 出管理 e-ラーニングを
開し、 計 6,700 が しています。

さらに 2015年 から、 出管理を 「三菱重工グループ グローバル行動基準」を ・ さ るため
の 育も、当社および国内・ 外グループ会社全員に対して 次推進しています。

の 性

務コンプライアンスに
関する 当社グループは、すべての 業 開国における 法および関連法 を し、当 国における法の を

重するとともに、国際取引においては 約の か、経済 力開発機構（OECD） 価 ガイドラインお
よび BEPS行動計画などの国際 ルールを することで、グローバル 業を 開する企業グループとし
て な 務 および を行います。
また ・ 平かつ 性の高い 務業務を 行するため、グループ内では 務コンプライアンスの 向
上を るとともに、各国 務当 に当社の 業活動が しく理 されるよう な情報開示やコ ニ ー
ションを ることで、各国 務当 との良 かつ 全な関 構 に めます。



「 」 育 数

三菱重工グループは多 に たる を世界 に しており、これらの の「 全と 」が最優先であることは うま
でもありま ん。ISO9001（ ）などの 的 を ースに ・市場ニーズに応じた QMS(Quality Management System)を
業または 位で に構 しており、 三 認証も 別に取得しています。また、 全と に関する 発の取り組みと
して、 に きた をもとにした「 示資 」の をはじめ、 のための「 全と 」 育を実施
しています。

（ ） に した JIS Q 9100 等の マネジメントシステムを

2019

ック ッ

に る ・ の取 組

「 推進 ステ リン ッティ」 の取 組 を

関 力 発 所 3 機で 2004年 8月に発生した 次 配管 を けて、社 をトップとする「 子力社内 員会」
を し、活動を推進してまいりました。2013年 からはさらに高い 子力 全の実現を目指して、「 子力 全推進 員会ステア
リングコ ッティ」として 続しています。
2019 年 のステアリングコ ッティでは、 の に立ち り、関 一人 とりに 子力 全最優先 を さ る取り組み
や、総合 全の推進により 子力プラントの 全性・ 性を 続的に向上していく取り組み等を報 しました。
また、 当時の関 の が い世代に るよう工 して に取り組んでいくことや 子力に対する を高める
力を 続していくこと等が 認されました。

ントの 性 対策 の取 組

当社は東日本大 発生 ちに対策本部をタスクフォースとして立ち上 、続いて 2011年 8月に 組 として した「
全高 対策推進 」の 、東京 力 一 子力発 所で きた全交 を まえた 全性向上対策を 入先の
国内 PWR プラントへ 開しています。また、2012 年 9 月に発 した「 子力 員会」において された「新 基準」
が、2013 年 7 月に施行され、2015 年 8 月に新 基準を満たした PWR プラントが 働を たし、現在も PWR プラン
トで 次 働および 働に向けた 全審査が進められています。当社では、これら国内 PWR プラントに加え、現在は当社
が 入するタイプとは なる BWR プラントも めた国内 子力プラントの の 働に向け 力会社への 支援を実施し
ています。さらに、 的な 全性・ 性向上のための対策（ 定重大 等対 施 など）についても 力会社をバック
アップして進めています。

ともこれらに に対応することにより、 子力発 所の 全性・ 性をさらに向上さ 、 力の 定 に貢献してい
きたいと考えています。

17,000



の を QMS活動を

三菱 （株）と三菱重工 洋 構（株）では、 、 関、 の 3 で多様な ・ 洋 の とエンジニアリング 業
を行っています。全社一体となって、 指標、 合 理システム、 全・ 育、内部 査などの共 や、業務プロ スと

管理体 の 、 全・ マインドの 成によって、QMSの高 に取り組んでいます。また、ISO9001に基づく外部審査
を じて、QMS 活動に対する 的な審査を けることで、お さまの に応える ・サービスの に取り組んでいます。

育・ QMS関 活動の推進 を 成

機 業では、「 行 全の理 」に基づき、 機の 行 全の を最重要 として取り組んでいます。 機 関
連 業・管理に従 する 全員が の重大さを認 し、 行 全 の を目指す 育の一環として、主に管理職を に
1985 年の日本 123 について日本 全 発 ンター および の への を じて 、2000
年の MH2000 リコプターの 時着 、および 2007 年の F-2 機の ・ 上 から得られた （新 業指示 主
認プログラム 用）を える 会、 の取り組み、パイロットとの イガヤなどを じて 等を、実施してい

ます。また、JIS Q 9100に基づいたQMS関連活動を じ、 の 続的 に取り組んでいます。

システ マ ジ ントシステ に システ の 性を

三菱重工エンジニアリング（株）では、国内・ 外の や 市部向けの全 動無人運 や次世代型 面 などの新交 シス
テムをはじめ、 共性の高い各種交 システム 業を数多く がけています。こうした交 システムに められる高い 全性を
するために、 計から調達、 、 付、 運 、メンテナンスまでの各工 において、独 に策定した と ISO9001に

基づいた マネジメントシステムを運用しています。さらに 年、 業部 のトップと関 で活動成 をレビ ーするととも
に、 マネジメントシステムの 効性についても評価・ しています。また、 関連法 や の 情報などを関 で
共 するための 会を開 している か、国内外の各プロジェクトでは、各国の 全基準やお さまの要 を 計 段階より
実に さ るための 組みを構 しています。これらの取り組みに加え、 のプロジェクトにおける の共 を るシ

ステムを用 。 のプロジェクト従 が実体 で得た などを することにより、 と ウ ウの 積を るとと
もに、次のプロジェクトに取り組 がその ウ ウを共用することで、 全に対する のさらなる向上にも めています。

エ ン 「 」に 性 の を リスクマ ジ ントの

業（ ）では、1994年に ISO9001認証を取得し、 マネジメントシステムに基づいた のもと、 の 計・開発に
おいては、「 計業務管理要 」を 定し、エアコン の 全 に めています。 開発時には、この標準で 定する チ
ェックシートなどを用いて、開発から 用、 に る のライフサイクルのすべての段階において や 発、 などに
よって が人や財 に を ぼすことがないことはもとより 全に関 るあら る 証を行っています。
が一、市場にて重大 が発生した場合には、 ちにお さまの 全を するための をとり、 やかに 実 認と 因
、 を行い、 を実施し、あ て関 への報 とユー や市場への情報開示を行います。

上 の 全 に基づき、2018年 1月には、ビーバーエアコンのご愛用のお さまへ無 ・ のお いをさ ていただ
きました。この を 外 めた社内に 開し、 発 と 全を 一とする の 成に めます。
（ ）三菱重工の 業は、2016 年 10 月に営業を開 した三菱重工サーマルシステムズ（株）に されています。



・ の ・

の ・ に

当社は、「最先 を活用して、国の 全・ の に貢献」するという基本 のもと、日本の 業のトップメー ーとして
生 ・ 基 の 持・ を り、国の要 に基づいて 機や リコプター、 サイル、 、 など、数多くの

の開発・生 ・運用支援に っています。 年、 が国の を取り く環境は しく変 しており、国の しい財政 情、
に進 進 のなかでも、国の要 に応えていくためには、従 以上に生 ・ 基 を 持・ することが 要となっています。
当社は の 全 環境を えて、次 機に 用するステルス 、アビ ニクス、構 量 の や、 上での高
行を実現する水 用 の要素 の など、国の要 に応えて各種 開発に取り組んでいます。また、当社がこれまで

業で ってきた先 を用いて、サイバー リティ、無人機利用、 星データ などのデ アルユース 業に取り組んでいま
す。 の最先 は が広く、素材・部 ・加工 等の で 生 など 業への が でき、 が国の 的
発 にも できるものであり、国 の 略 業として発 が されます。

X-2（先進 実証機）

PA活動を推進

当社では、 子力発 プラントの 工場がある 所への を け入れて、 子力発 の 要性や 全性への理 を めて
いただく 子力PA活動を推進しており、 年多くの に していただいています。

も、 子力発 の を回 するために 会や情報 などのPA活動を 続していきます。
（ ） 子力 PA（Public Acceptance）活動 子力について さまに っていただくための活動

所 会の様子



パフ ーマンスデー

・ に関するマ ジ ント

全・ に関する
評価 当社は「三菱重工グループ グローバル行動基準」の で、「 とサービスの 全と 」について、関連法 、

社内基準、 様を し、 全の に めること、 全・ に関する が つかった場合、
かつ な対応をすることを ています。
当社グループの 業は多 に たるため、ISO9001 等の 的 を ースに ・市場ニーズに応じた
マネジメントシステム（QMS）を 業または 位で に構 しており、国内 100 、 外 94%に 当

する において 三 認証も 別に取得しています。さらに、2013年 4月からは、ものづくり 新推進部（現
バリ ーチェーン 新部）に QMS推進グループを し、全社の ・ の しにより、グループ会社も
めた マネジメントの とグローバル に対応した業務プロ スの を推進しています。

全・ に関する
育・ 発 当社グループは多 に たる を世界 に しており、これらの の「 全と 」が最優先である

ことは うまでもありま ん。 全に向けた取り組みとして、 に きた をもとにした「
示資 」の をはじめ、 のための「 全と 」 育を実施しています。「 示資 」
は、 の大型 の など当社グループが に こした重大 を するもので、2010
年 4 月に の ンター内に開 しました。 計・調達・ ・アフターサービスなど当社グループ
の に るすべての社員が とこのような を こさないことを に う機会をもち、 に び、

の を各人の業務に活かすことを目的としています。2012年 4月には、 や実 示を やし、
の さや 現場の がよりリアルに るようリニ ーアルしました。開 以 、約 38,500 が
しています。また、同じく 2010年より、 をもとにした「 全と 」 育を階 別に実施して

います。 計 数は約 17,000 となりました。
も「 全と 」の重要性を認 する機会を やし、 全に向けた 育の 実を っていきます。

の

全・ に関する
評価 当社グループにおいて 子力発 プラントや 子 の 開発を がけるニ ークリア・デ ロップメント

（株）と 子 の を がける三菱 子 （株）は、 や の で発生した 性 を、
の 能レ ルや発生場所により し、 用法 に従って な 管・管理を行っています。また、法
にとどまら 、 性 の排出量を最 するため、社内ルールを けて な管理を行っています。

さらに、当社では 用済み 子 を回 して 利用する「 子 サイクル」の 立に向け、 理施 やMOX
工場の に取り組んでいます。 もこうした取り組みを進め、 性 の に貢献していきます。

ニ ークリア・デ ロップメント（株） 位 2017 2018 2019

性 の 管能力
（ 体 ）

性 の 管量
（ 体 ）

性 の発生量
（ 体 ）

業務に従 する従業員の く量
（平均 ）（ 1）

本
(200Lドラム ) 

本
(200Lドラム ) 

本
(200Lドラム ) 

mSv/年

3,293

2,399

99

0.00

3,293

2,506

107

0.03

3,293

2,539

33

0.15

（ 1）職業 くにおける 量 は、国際 員会（ICRP）2017 および国内関 法 において、実効 量で5年 につき100mSv、1年 につき50mSv
と定められています。



三菱 子 （株） 位 2017 2018 2019

性 の 管能力
（ 体 ）

性 の 管量
（ 体 ）

性 の発生量
（ 体 ）

業務に従 する従業員の く量
（平均 ）（ 1）

本
(200Lドラム ) 

本
(200Lドラム ) 

本
(200Lドラム ) 

mSv/年

11,603

10,175

29

0.14

11,603

11,066

891

0.09

17,053

13,403

2,337

0.00

（ 1）職業 くにおける 量 は、国際 員会（ICRP）2017 および国内関 法 において、実効 量で5年 につき100mSv、1年 につき50mSv
と定められています。



に関する

三菱重工グループは、社 に「 一の に し、社業を じて社会の進 に貢献する」と 、つ にお さまの
に立ち、その に応える高付加価 な とサービスを することを重要テーマと考えており、 業ごとに満 調査な
どを実施し、お さまや市場の に を け、 満 （CS）向上に めています。
発 やエンジンなど、企業を とする 業は、お さまに アン ートを しています。一 で、エアコンなど一般

を とする 業は、インターネットや などによる い合 を し、 年約 6,000 の回答を得ています。
また、お さま 向の体 を定着さ ていくため、2002 年から開 した CS ーシック 、マー ティング などを
じて、社員一人 とりの 向上を っています。
また、世界各地のステーク ルダーに対して 業計画に基づく広 活動を推進しています。活動を進めるにあたっては、
お さまに な情報をご できるよう 実関 を 認するとともに、関連法 ・関連業界の 定に った対応に めています。

2019

ック ッ

のテク カルサ ートを

三菱パ ー（株）では、1999年から国内外に した 力発 （ガスタービン）プラントの高 働率を 持し、トラブルの を
るためのテクニ ルサ ートを実施しています。これは、国内外 2 所に した ンターでガスタービンプラントの運

を 365日 24時 リアルタイムに ・支援するサービス（ ）です。その 、 工場やフィリ ンにもスチームパ ープラント
向けの ンターを し、サービスの を っています。20年以上 積してきた運 データを活かした 断によって、
トラブルの に めています。また、 工 を 用した 断の 動 などでプラントの をいち く発 し、 なト
ラブルシ ーティングを実施することで、運 を最 にしています。2020年 8月時 で、全世界で 173 （出力にして計
4,000 ロ ット以上）のガスタービンをサ ートし、お さまの 定的な発 業運営に貢献しています。

  ンター

0



パフ ーマンスデー

カス マー・リレーションシッ ・マ ジ ント

満 調査の内

当社グループは 業ごとに 性や が大きく なるため、全社統一の 満 調査は実施しておら
、各 業ユニットの最 な 法で スタマー・リレーションシップ・マネジメントを行っています。

力発 システム
三菱パ ー（株）では、日 のフェイス to フェイスや ンラインのコ ニ ーションにより VOC（Voice of 
Customer）情報を しています。 的なコ ニ ーションで されたVOC情報は、5つの テゴリー（
のメンテナンス性・運用性、お さまへの気 い、メー ーとしての能力、価 、対応ス ード）で した上

で、当社の み・ みを し、 開発や業務 に る活動を行っています。これらの を まえ
た は、日 の業務の で しています。また、 にフェイス toフェイスでのコ ニ ーションが取りに
くい 外のお さまを対 に、1-2年に 1回、お さま満 調査（ウェブアン ート）を実施し、 や価 、
当 の対応等に関するお さま を ・ し、サービス 向上、お 様対応のさらなる に てい

ます。

エアコンなどB to Cの 業も がける三菱重工サーマルシステムズ（株）では、インターネット、 などによる
い合 を して、つ にお さまの を い上 るようにしています。

ン イン

ンラインを利用した
略 力発 システム

三菱パ ー（株）では、インターネットによる の運 状況 、トラブルの 断、お さまによっては
働状況のレ ート発行を行っています。

三菱重工サーマルシステムズ（株）では、ター 機、 調機、 ート ンプ機において エネ ・運 状況の
一 管理ができる サービスを しており、トラブル はもとより、 積した運 データの によ
りお さまに対する エネ を行っています。

エンジン・エナジー
三菱重工エンジン ター チャージャ（株）のエンジン・エナジーでは、インターネットによりお さまのエンジ
ン発 の運 状況を し、トラブルの を にとらえて に めています。



活動

ある広報 活動

当社グループは世界各地のステーク ルダーに対して 業計画に基づく広 活動を推進しています。活
動を進めるにあたっては、お さまに な情報をご できるよう 実関 を 認するとともに、関連法
・関連業界の 定に った対応に めています。また、広 は 体ごとに実施する効 定 を

入 し、 の向上・企業イメージの への効 を評価しています。
2019年 の広 としては、「Forbes」、「Financial Times」、「Bloomberg」、「The Economist」、「The
Wall Street Journal」、「BBC」、「CNBC」、「The Washington Post」などのグローバルメディアおよび国内主要
（ 売、 日）にそれ れ 面ないしウェブ広 を 出しました。当社グループの 業内 を 的に
し、国内外ステーク ルダーの さまに対する認 を目的とした情報発 に めました。

広報 に関する 数、
内 、および 2019年 において広 活動に関する関連法 の 実はありま んでした。



ものづくりの を価 の とする三菱重工グループにとって、 業の基 といえるものが 的財 活動と 開発です。
統 を行うCTO（Chief Technology Officer）のもと、グローバル体 の構 を進めるなど、成 に向けた 業 略を支えています。

当社は 2016 年 4 月に、全社の とマー ティング、調達などの機能を 断的に 合さ た「シェアードテク ロジー部 」を
CTOの統 に発 し、当社の 的総合力をグループ全体で最大 に活用し、 的な 力 を る体 を構 しました。

開発においては、2015年に国内 5 所の 所を統合して「総合 所」を新 し、 のシナジーや人材育成の 、
業務・ 運営の効率 を っています。また、体 のグローバル を進めており、国内の 所に加えて、 国、シンガ
ール、米国、 国に を けて を し、世界最先 の ・情報・人材の獲得を るとともに、市場に い場
所でニーズを えた開発や 支援を行っています。

2019 2019

パフ ーマンスデー

（イ ーション・マ ジ ント）

の状況

開発 位 2015 2016 2017 2018 2019 対 範囲

総額

売上高 率

1,506

3.7

1,607

4.1

1,768

4.3

1,521

3.7

1,468

3.6

グループ

グループ

従 する社員数 約 1,300 約 1,300 約 1,300 約 1,350 約 1,350 グループ

ー ン・イ ーション

ープン・イ ーション

1 

効

その インパクト

米国の大 力会社 Southern Companyと共同で、世界最大 4,776トン 日の CO2回 プロ ス（KM CDR）
をテ サス のPetra Nova社（日本の JX 開発（ 業界）と米国NRG Energy（ 力業界）のジョイント
ンチャー）に 用しました。この回 プロ スはエネル ー で高く評価され、POWER Magazine "Plant of the 
Year 2017"を しました。

当社グループは CO2 回 を 25 年以上 開発しています。 回の実証ではパートナーである Southern 
Company の 炭 発 所排ガス実証により、開発 を大 しました。さらに CO2 回 日量 500 トン
（実証）から日量 5,000トン （ 用）への 10 のス ールアップを約 5年で達成しました。本共同開発によ
り、開発・ サイクルの数 の が られたと考えます。

開発したCO2回 プロ スの は、米国テ サス にあるNRG Energy の 炭 力発 所「W. A. Parish発
所 8 機」に 用し、世界最大のCO2回 量（日量 4,776トン）実現に がりました（2016年 12月 29日から

運 開 ）。さらに、地 への貢献として、CO2回 の により、2050年までに全CO2排出
量の 14%の貢献が されています。

1,468 3.6



ープン・イ ーション

2 

効

その インパクト

日大 の John V. Roosが 立した米 リフォルニア に を く ンチャー ャ タル会社（Geodesic）
に対して、投資フ ンドである「Geodesic Capital Fund」に出資しました。

シリコンバレーを とした ンチャー企業を多数 いただき、 数社の ンチャー企業の ・サービスの
入、 ・サービスの当社 ・サービスへの 入に関する評価 の実施、 別企業とのコラ レーションに
がっています。

Geodesic 社が主 する ンチャー イ ント、 ナーを じて、IoT、AI、Security 等の先進 情報を入
し当社 用等を推進しています。

セスのイ ーション

プロ ス・イ ーション

効
バリ ーチェーン 新活動としてすべての 業 域において またはサービスの価 の最大 に取り組んで
います。 工 と生 管理システムの高 により、 え 、 機部 では、 リードタイムを 20%

することでコスト およびエネル ー の を りました。

のイ ーション

環境面のイ ーション

効 三菱重工サーマルシステムズ（株）は、フロン を全く用いない CO2のみを 用した高効率コン
デンシングユニット C-puzzleシリーズを 2017年に発売しました。同 の 様は、従 のフロンと べて
地 数が「1」と大 に します。また当社独 のスクロールとロータリー機構を組み合 たス
クロータリー 機の により、従 機（ ）と し年 気量 16% を達成しています。
（ ） HCA751M（ R22 用）

に る の

新 市場の 性に 応するように
生み出した の 型ガスタービン

力 の い新 国では、 の の要 が いです。当社の 型ガスタービンである H-25（出
力 28 42MW）（ ）は、 ながらも高効率・高 な であり、新 国のニーズに 合し、多くの 要があ
ります。2019年 は、 国で 実績があります。
（ ） として、 、先進国市場向けの大型発 用ガスタービンは出力 200 300MW

生活水準が上がった東 アジア新 国へ先進国と同等の環境対応 を 売することを じて、 な 環境の
と環境 全の 立に めています。



に る 性

新 国工場への 入
日本の工場の高 な機 加工・組立等の生 をそのまま段階的に 管することにより、高 な生 能
力とコスト 力を 立しています。こうした取り組みは高 が められる を めて、さまざまな
業で 入しています。
以 の主要 力 では、ライ ンス という で 入を進めています。
ガスタービン 国・ 国メー
気タービン 国・インドメー
イラ 国・インドメー
・ 国・インドメー

新 国工場における労働 の
生 性向上の取り組み 日本の高 を つための 団活動の 、日本からの 育エンジニア 、日本国内でのトレーニング け

入れ等により、 能 を育成しています。
トナムの 機部 会社の では、 の 得を るため、会社内に 能スクールを し、日本人
が トナム人従業員への指 ・ を行い、人材育成を っています。現場での にも取り組んでおり、
の 得に めています。また、 トナム人従業員の日本（大 工場、 工場）での も行うなど、

能 得のための 交 を っています。

新 国工場における調達 約や
在 水準のレビ ー

  
新 国を 各国で 売会社・代理 を じた 売を行っていますが、 にあたっては当
ルートの在 状況や各国の 要状況も 認し、在 が しないような管理を行っています。
また、生 式の工 により、生 リードタイムの を行う で 要の変 に 従できる 体
を構 しています。



CSR 育に パートナー数

材などの素材、機 、 、部 など多様な資材やサービスを国内外から調達しています。調達にあたっては、 と 力
のある取引先に広く を開 し、関連法 ・社会 範を しつつ、 平・ な評価・選定で、 発 につながる 関
の構 に めています。三菱重工グループでは、2010年 6月に 定した「三菱重工グループサプライチェーン CSR推進ガイ

ドライン」を、2018年 12月に、人権・労働 全配慮や環境配慮に関して、より 体的な内 に した を行いました。こ
の当社グループの CSR 調達の考え をビジネスパートナーおよび、パートナーのサプライチェーンを構 しているパートナー
に対しても共 いただくことで、サプライチェーン全体で CSR 活動を推進しています。このガイドラインでは、持続可能な社
会の実現に向けた、当社グループのサプライチェーンに対する基本的 として、 全および ・価 ・ と
開発力向上に加え、コンプライアンスおよび企業倫理、人権・労働 全・環境への配慮、地域・社会への貢献を示すとともに、
ビジネスパートナーへ理 と 力をお いしています。また、「ビジネスパートナー会 」や「 業 会」等の場で、当社
グループのCSR推進ガイドラインを し、社会的側面からビジネスパートナーに する行動について 育を行っています。

（参照） 三菱重工ウェブサイト CSR 調達の推進  https://www.mhi.com/jp/company/procurement/csr/

2019

パフ ーマンスデー

サ イ ェーン・マ ジ ント

サ イ ェーンの状況

ス ンドアナリシス（調達 ）
の状況

当社グループの総発 金額に対して支出 を行っており、調達地域別の調達金額などを しています。

調達先別金額（ ） 2019年 実績

日本

米

国

アジア・ アニア

インド

国

東

・

米

アフリ

14,510

1,581

1,921

817

1,515

243

227

129

106

101

5

1,773 社



サ イ ー

重要なサプライヤーの基準

Tier1サプライヤー数

重要なTier1サプライヤー数

発 量が多い、重要な部 ・機 を発 している、代 サプライヤーがないなどの で、 業ごとに重要なサプ
ライヤーを選定しています。

23,796社（2019年 ）

2,790社（2019年 ）

サ イ ェーンの リン

サプライヤー評価の 要

年 に評価を行った
サプライヤー数

率

ESGアン ートを実施した
サプライヤー数

ESGアン ートを実施した
サプライヤー数

重要な Tier1 サプライヤーに対して、サプライヤーの 、価 、 、 、経営（ ESG）を 業ご
とに評価することで、当社グループのサプライチェーンのリスク ならびに高リスクサプライヤーの 定
を目的としたサプライチェーンのモニタリングを行っています。

2,009社
8.4%

また、サプライヤーの CSR推進の取り組み状況を 認するため、アン ートを実施しています。

2,790 社

当社グループのサプライチェーンに対するリスクを するため、サプライチェーンモニタリング に基づき
ESGの で高リスクサプライヤーと判断されるサプライヤーに対して、CSRに関する法律の認 や 体 の
状況、取り組み状況についての 調査を行っています。

10社（2020年 ）

の対

に関する基本

（参照）

コンゴ 主共 国およびその 国では、 に関 る 政 力による な人権 や環境 が生じ
ており、大きな として世界的に 目されています。この地域で 出される （ 、タンタル、タング
ステン、金）の一部には、これらの 力の資金 となっているもの（以 「 に関 る 」と びます）
があると れています。当社グループは、これら に関 る を 用する 材 、部 、 を調達
することにより、人権 や環境 に加 する はありま ん。
2019年 に 機および 動 部 を対 に の調達 である 所および 国の調査を行った 、
調査で 定された 6,190 所の 所のうち、2,216 所が フリー 所プログラムで認証された
所であることを 認しました。当社グループは も、お さまやビジネスパートナーの さま、業界団体
などと連 を取りながら、加 回 のための取り組みを進めていきます。

に関する基本                    https://www.mhi.com/jp/company/procurement/csr/



サ イ ェーンに関する

調達活動に関する 育・

参加パートナー数

当社の調達部 では、法 を した調達業務 行のため、調達活動に関する各種 育を実施しています。
2019年 は、新入社員、調達部 への配 もない社員を対 に、調達業務に関する基 の 得を目指
す入 育や 外調達 育、 務 育を実施し、当社グループの 40 が しました。さらに、サ
プライチェーン全体での CSR 推進の取り組みを進めています。ビジネスパートナーに対して、CSR の重要
性を示すとともに、「三菱重工グループサプライチェーン CSR 推進ガイドライン」の および 力の び
かけを行っています。2019年 は、 べ約 1,773社のビジネスパートナーがこの取り組みに参加しています。

2020年 計画  1,000社

イ シ の

サプライチェーンに関する
イニシアチブへの参加

当社グループの CSR調達の取り組みを進めるため、国連グローバル・コンパクトの日本でのロー ルネット
ークである、グローバル・コンパクト・ネット ーク・ジャパンのサプライチェーン 会に参加していま

す。 業種を めた 社との活動を じて、実務上で 面する の や、それらの 決に することを
目指したアウトプット（成 ）の 出を進めています。



本 ・ 動指

三菱重工グループは、地 での環境 が世界的に認 されるようになったことを け、環境に対する を内外に 示
するとともに、環境活動の 向付けおよび 進を目的として、1996 年に「環境 員会」を しました。 1 回環境 員会
では、社 の「 一の に し社業を じて社会の進 に貢献する」という理 に基づき、社の環境活動の基 となる
「環境基本 」および「行動指 」を 定し、以 この ・指 のもとグループ一 となり、サプライヤーを その
のステーク ルダーとの対 を じて環境への取り組みを推進しています。なお、「環境基本 」「行動指 」は 2018 年 1

月に取 社 が を務める経営会 の 認のもとに一部 定しています。

本

三菱重工グループは、社 の 一 に「 一の に し、社業を じて社会の進 に貢献する」と 示し、 開発、
生 活動など 業活動を じて、社会の発 に することを 一 としている。したがって、社業を 行するにあたっては、
企業が社会の一員であることを し、 業活動の全ての 域で、環境への の に め、持続的発 が可能な社会の構
に貢献する。

動指

1. 環境 全への取り組みを経営の最重要 の とつと位 づけ、三菱重工グループを て環境の 全に取り組 。

2. 環境 全組 体 、環境関連 等を し、環境 全に関する と を にする。

3. 環境関連法 、 等を するにとどまら 、 要に応じて 主基準を定めて運用、評価するとともに、環境目的および、 
目標を 定して、環境 全活動の 続的な 、向上に める。

4. の 開発、 計、 材 の調達、 、 、 用、サービス、 に る 業活動の全ての 域で、 の 、 資 、
エネル ー、 の発生 等、環境への の に める。

5. 環境・エネル ー の 決に貢献する高 で 性が高い や の開発、 に める。

6. 本環境 について、ステーク ルダーの理 を得るとともに連 して環境の 全に める。

7. 環境 育等を じて全グループ員の環境 の向上を るとともに、環境に関する情報 等広報活動や社会貢献活動を
積 的に推進する。

1996年 定（2018年 1月 定）

6項 ステーク ルダーにはサプライヤー、ジョイント ンチャーパートナー、ライ ンシー、外部 先などのビジネスパートナーも まれる。
また環境デ ーデリジェンスや合 の ースにおいても考慮される。



（2030 ）

次 （2020 ）

当社グループでは、全グループ共 の や取り組みについては、環境管理を所 する CTO（Chief Technology Officer）を
員 とし、ドメイン・ グメント、コー レートから選出された 員で構成する「三菱重工グループ環境 員会」において企
画、立 され、 業別に 成されているドメイン・ グメント、コー レートを してグループ各社に 開しています。以
に三菱重工グループ環境管理組 を示します。

ルー 組

2017年 12月開 の環境 員会において「三菱重工グループ 環境目標」および 目標である「三菱重工グループ 次
環境目標」を 定しました。「三菱重工グループ 環境目標」では、パリ 定の目標年である 2030 年 を目標として CO2

排出量 を対 としました。「三菱重工グループ 次環境目標」では 2020 年 を目標として CO2排出量 、水 用量
の 、 発生量 を対 としました。当社グループとしても地 環境 全にさらに貢献していくため、目標を達成す
るべく、グループ一 となって取り組んでいきます。

（2014 年 ）
CO2

（2014 年 ）     （2014 年 ）   （2014 年 ）
CO2

（ ）国内・ 外連 グループ

-16 （ ）

（ 年 ）

-6 （ ）

（ 年 ）

-6 （ ） -6 （ ）



ルー （2030 ）

対 （2018 2030 ）

CO2排出 CO2排出量 グループ全体 2030年 のCO2排出量 位を2014年 で16%
（ 1）する。
位 子 グループ全体の CO2排出量合計。

位はトン。
位 グループ全体の連 売上高。

位は 。
（ 1） 年 1% を目 に評価を実施。

（ ）国内・ 外グループ会社は連 子会社をデータ の対 とする。

ルー 次 （2018 2020 ）

対 （2018 2020 ）

1. CO2排出 1.1
CO2排出量

1.1.1
グループ全体

2020年 の CO2排出量 位を 2014年 で 6%
（ 1）する。
位 子 グループ全体の CO2排出量合計（エネ

ル ー のみ）。 位はトン。
位 グループ全体の連 売上高。

位は 。
（ 1） 年 1 を目 に評価を実施。

2. 水資 の 効活用 2.1
水 用量の

2.1.1
グループ全体

2020年 の水 用 位を 2014年 6% （ 1）

する。
（水 工水、上水、地 水、 、 水は く）

位 子 グループ全体の水 用量合計。
位はm3。
位 グループ全体の連 売上高。

位は 。
（ 1） 年 1 を目 に評価を実施。

3. 発生量 3.1
発生量

3.1.1
グループ全体

2020年 の 発生量 位を 2014年 6%
（ 1）する。
位 子 グループ全体の の発生量合計

（ 価 は まない）。 位はトン。
位 グループ全体の連 売上高。

位は 。
（ 1） を 。 年 1% を目 に評価を
実施。

（ ）国内・ 外グループ会社は連 子会社をデータ の対 とする。



パフ ーマンスデー

マ ジ ント

最高

CTO（ 務 行 員）

機関・ 員会

称

メンバー

開 回数

三菱重工グループ環境 員会

CTO（ 務 行 員）を 員 とし、13 で構成

1回 年（2019年 ）

ISO14001認証取得状況 対 サイト バー 率（売上高 ース）
（2020 年 3 月 31 日時 ） 三菱重工業（株）および国内グループ会社

外グループ会社

19社

24社

61%

24%

その の認証取得状況
（2020 年 3 月 31 日時 ） エコアクション 21

K-EMS（ 環境マネジメントシステム）

エコステージ 1

2社

3社

1社

環境に関する 査
当社グループでは、各ドメイン・ グメントおよびコー レート部 がそれ れの の組 に対して行う 査
と、本社環境 務 が各ドメイン・ グメントおよびコー レート部 の環境取り め部 に対して行う 査との
階 の 査を行っています。各ドメイン・ グメントおよびコー レート部 は、 、環境関連法 を

するための 組みやその運用状況を現地・現 で 認し、グループの環境 に基づき、気候変動対策、環境
対応、水 全などを目的とした環境管理が に行 れているかを 認するために、 の国内 業所や工場

などを対 とした内部環境 査を行っています。本社環境 務 は、各ドメイン・ グメントおよびコー レート
部 の環境取り め部 に対し、コンプライアンスや環境管理の状況を 査しています。

業所・工場・地 ごとの
環境リスクと対策（ 1）

当社グループは、ISO14001に基づいて、リスクの 出 法や日 管理要 、 時対応に関するマニ アルを
業所（工場）ごとに ・運用しています。各 業所（工場）では、 れや地 など の発生を 定

した「 時対応 」を実施して、対応 の 効性を 認しています。なお、 が発生した場合は、
社内の 機管理情報システムを じて社 へ に 達する 組みを構 しています。

（ 1） 三菱重工業（株） 独

環境に関する 数、
内 、および （ 2）

会社として 金を られるような重大な はありま ん。（2020年 10月 現在）

（ 2）対 範囲日本国内



に関する KPI

ルー 次

KPI（1）CO2排出量 売上高

目標

目標年

CO2排出 位を 2014年 6%

2020

KPI（2）水 用量 売上高

目標

目標年

水 用 位を 2014年 6%

2020

KPI（3） 発生量 売上高

目標

目標年

発生 位を 2014年 6

2020

2016 2017 2018 2019

実績 2014 年 実績 2014 年 実績 2014 年 実績 2014 年

KPI（1）CO2排出量（ 1） 売上高（ 1）

KPI（2）水 用量（ 2） 売上高（ 2）

KPI（3） 発生量（ 3） 売上高（ 3）

18.7

0.196

2.15

4.8

5.2

0.9 加

16.9

0.171

1.92

13.7

17.3

9.8

16.5

0.175

1.79

15.9

15.4

15.9

14.5 

0.183

1.44

22.8

11.8

32.2

（ 1） 三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 157社
（ 2） 三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 142社
（ 3） 三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 117社

に関する取 組

環境 の向上

e-ラーニングなどによる環境 育 リ ラムを 成し、社員への環境 育を実施しています。
ンター主 の内部環境 査員 成 育を開 している か、 業や 取 従 には、日 的な

管理の や 時の 理 法に関する 育を実施しています。

サプライヤーに対する
環境 育 当社グループは、環境行動指 において「環境 について、ステーク ルダーの理 を得るとともに連 して

環境の 全に める。」と定めています。本行動指 の 、「三菱重工グループサプライチェーン CSR推進ガイ
ドライン」に「環境への配慮」に関する 項を定め、その内 をサプライヤーに しています。

環境 全の主な取り組み
（社会貢献活動）

（参照）

が されるア ウ ガメの 全調査を支援
治体や NPOとの連 による、 の 全活動および外 生 の 活動推進

生 多様性 全（p.57）



の

イフサイクル・ セス ント

開発における環境基準および
の環境 評価（ 1）

当社は、環境 全や CO2 に貢献する を 出する 組みとして、2005年に社内共 の
標準「環境を配慮した り基本指 」（非 開）を 定し、 のライフサイクル全般に

たり環境 を評価し、環境 の を った りを行っています。

（ 1） 三菱重工業（株） 独

当社グループ 用によるCO2 貢献量

当社グループでは、代表的な 用時の CO2 貢献量を 年、算定しています。
2019年 における当社グループ 用時の 貢献量（ 2）は、61,438 トンとなりました。

（ 2）各 の 性に応じて ースライン（基準年・ 対 ）を 定し、当 年 の 働・売上 数等に応じたCO2 貢献量を算出

の

環境 証 の対

当社グループの は BtoBの工業 が大半を めるため、環境基準や環境性能に関しては、一般的な環境
証 ではなく、 別の との 約、 査等において に 定・ 認を行っています。なお、当社の一

般 向けの としてはエアコンがありますが、エアコンについては経済 業 が定める エネラ リン
グ に対応し、 エネ基準を 100%達成しています。また、 機や ート ンプ、ガスエンジン等の一部に
ついて、先 的（Leading）な 炭素 （Low-carbon Technology）を環境 が認証する、L2-Tech認証を取得
しています。

環境 証 の対
の売上 率 5% 満

リ ース・リサイクル

回 リユース・
リサイクルの対 当社グループの は BtoB の工業 が大半を めますが、エコデ インやエコラ ルなどを としたプロダ

クトスチ ードシップを じて、 ・リサイクルを ライフサイクル全般における 管理を進めています。
一般 向けの としてはエアコンがありますが、エアコンについては日本の リサイクル法の対 で
あるため、法 に り回 を行っています。また 社レンタルフォークリフトについては、レンタル の （レ
ンタルUP ）の から選定し、独 基準で ・部 交 を行い、交 部 ・ ・ 証 によって ランク
に けて「認定 」として 売する新しいビジネスモデルを国内で めて構 し取り組んでいます。

回 リユース・リサイ
クル対 の売上 率 5% 満
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社内表
「 ストイ ーション」
による環境表

（参照）

2017年 に、当社グループは、グループ全体の表 「 ストイ ーション」表 の に、「環境 」「環
境・プラクティス 」を新 しました。
2019年 は、環境 では、エネル ー や排ガスを する「 イブリッド」式のプラグイン イブリッド

用 ユニット、 プラント用 式多成 ガス 理システムMEROS®の 2つの の関 を表 しまし
た。また 社の 業活動における環境 について表 する環境・プラクティス では無 開発により

機金 部 の加工工 においてVOCの排出を した 機 業部 の関 を表 しています。

「環境に貢献する ・取り組み」  https://www.mhi.com/jp/csr/environment/commendation.html

の対

環境側面に関する報 の
対 範囲 当社の財務および非財務情報開示に関しては、 として三菱重工業（株）および連 子会社を対 としています。

ただし、環境関連の非財務情報は、当社 体もしくは 定の範囲を対 としているものがありますが、その場合は
別に対 範囲を 示しています。

する ・ イ イン

参照する基準・
ガイドライン グローバル・レ ーティング・イニシアチブ（GRI）  サステナビリティ・レ ーティング・スタンダード

国際統合評 会（IIRC）  国際統合報 フレーム ーク

環境  環境報 ガイドライン（2018年 ）  ISO26000社会的 に関する 引き

経済 業   価 ガイダンス



CO2 （ス ー 1・2） CO2 （2014 ）

三菱重工グループは、三菱重工グループ 環境目標（2018 2030）および 次環境目標（2018 年 2020 年 ）の
で、CO2排出量を する目標を 定し、 業活動や ・サービスを じて気候変動 の 決に取り組んでいます。
業活動における 2019年 の CO2排出量は 71 トンとなり、2018年 の CO2排出量と して しました。

当社グループは、「三菱重工グループ 次環境目標」に り、引き続き エネ活動の推進や 業 によるエネル ー
等を進め、2020年 以 も CO2排出量の に取り組んでいきます。

2019   2019

（ 1）三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 163 社

パフ ーマンスデー

気候変動に関する

気候変動に関する バナンス

機関・ 員会

三菱重工グループ環境 員会

気候変動に関する
リスク管理 法 当社では、CTO（Chief Technology Officer）が 員 を務める環境 員会を最高 員会とする 体 の

、CO2 を 効 ガスの排出量 をはじめとする気候変動 への および 応への対応に取り組
んでいます。2016年 に、本社に された環境企画グループが 務 を 当しています。気候変動リスクを

環境関連リスクは、経営への の大きさや社会的 の大きさ、対策の 性など基準として、各部
が し、重要なものは、環境企画グループを して、環境 員会へ上 、対策を審 しています。 に重大な
ものについては、社 を 員 とする経営会 に上 、審 のうえ、全社の重要リスクとして対策が実施されま
す。 でも、経営会 に出 している取 会メンバーが重要だと判断した の場合、取 会に上 ・審
を行っています。

気候変動による
機会の 要 パリ 定が発効したことで、CO2 排出量に対する がさらに されることが 定されます。これにより、

CO2 排出量がより ない高効率発 等の 要が びることが されます。当社グループでは発 プラン
トの排ガスから CO2を回 するシステムや、CO2の排出のより ない、高効率ガスタービン発 プラント、水
素 による発 システムも開発・ しており、排出 が大きなビジネス機会であると認 しています。

（ス ー 1・2） CO

  71 t （ 1）

（2014 ）

24.9 % 



気候変動 に対する
管理活動へのイン ンティブ

（参照）

2017年 に、当社グループは、グループ全体の表 「 ストイ ーション」表 の に、「環境 」
「環境・プラクティス 」を新 しました。 には最大で数 の報 金が えられます。2019年 は、
環境 では、エネル ー や排ガスを する「 イブリッド」式のプラグイン イブリッド 用
ユニット、 プラント用 式多成 ガス 理システムMEROS®の 2つの の関 を表 しました。また
社の 業活動における環境 について表 する環境・プラクティス では、無 開発により

機金 部 の加工工 において VOC（ ）の排出を した 機 業部 の関 を表 しています。

「環境に貢献する ・取り組み」   https://www.mhi.com/jp/csr/environment/commendation.html

（ ） VOC 揮発性 機 合 （Volatile Organic Compounds）

CDPへの参加

CDPには 2004年より参加し、2019年の評価は A-でした。

気候変動に関する政策

当社グループは、気候変動の取り組みを最大 するため、経団連を じて政策 を行っています。

TCFD の取 組

TCFDへの取り組み

1. 2 目標等の気候シナリ

2. 気候関連リスク・機会

3. 経営 略・リスク管理

4. 財務上の

気候変動 に対する リ ーション が、当社グループの たす社会への貢献、 と え、 業 略
として の上、策定しています。
環境 のための取り組みは、当社グループ 業全般において行っていますが、最も の大きいエネ
ル ー関連 業を に以 の取り組み・ を行っています。

力 要は全世界的に し、 生可能エネル ー 率も 大
  米 の進 により 力 要が 加する一 で、 生可能エネル ーがさらに し、 炭素 が進
  東 アジア 経済成 により 力 要 加が まれ、 生可能エネル ーに加え 定 も 要

・ 炭 力発 所新 は 向
・ ただしエネル ー リティの から、環境 の い 力発 入ニーズも引き続き 在

力 定 を目的とした 発 所の運 続のための 炭素 ニーズ
・ LNG市場の 大に い、新 ガス発 要は 的に 調
・ 洋上 市場の （ から、 米・アジアへも 大（約 4 6GW 年））

・ 2021年以 の市場を えたリ ースの最 （ 、人員シフト等）
・ 炭素 ニーズへの リ ーションの

洋上 の量 体 、世界最大出力機の市場投入
生可能エネル ーとの共生、 的に 炭素社会へ（水素 きガスタービン等）

・ 最先 の推進（IGCC、高効率 GTCC USC（ 1）、CCS CCUS（ 2））
・ AI IoT の リ ーション
・ 各地域のニーズと 性に合 、 の高いエネル ーインフラを するための指標となる Key Index

Approach「QoEnTM」（ 3）の開発

業計画の で し、その を した上で決算発表や 業 略 等において 表

（ 1）USC 界 発   （ 2）CCS CCUS CO2回 ・ CO2回 ・利用・   （ 3）QoEnは三菱重工業（株）の 標です



気候変動に る

に る気候変動 に 取 組

エネ活動
当社グループは 業活動で排出される CO2を 効 ガスの に向けて、各 で LED照 や高
効率な変 に 新するなど、 エネル ー やエネル ー効率 に向けた取り組みを行っています。

生可能エネル ーの 入
生可能エネル ーを 入することで、 業 での 力 用を じたCO2を 効 ガスの排出量の に取

り組んでいます。各 で太 発 の 入や水力発 による 力を 入しており、MitsubishiTurbocharger Asia 
Co., Ltd. のタイ工場では、2018 年 3 月に 上に太 発 を しました。この発 により年 3,000ト
ン いCO2を し、CO2排出量の に貢献したとして、タイ政 からも表 を けています。

気候変動 に する ・サービス

気候変動 に する
・サービスの 要

または当社グループ
用による CO2 貢献量

当社グループは、高効率な 力発 プラントや 子力発 プラントなどの大 発 、 力や地 など 生可
能エネル ーを利用した発 システム、 の高効率 を実現する や交 システム、 用時の エネル ー効
が高い ート ンプ を った 調システムなど、 炭素社会実現に向けて広範囲に取り組んでいます。2019

年 における当社グループの代表的な 用時CO2 貢献量（ ）は、61,438 トンとなりました。

（ ）各 の 性に応じて ースライン（基準年・ 対 ）を 定し、当 年 の 働・売上 数等に応じた CO2 貢献量を算出

ス

ス （ス ー 1）

位 2016（ 1） 2017（ 2） 2018（ 3） 2019（ 4）

CO2排出量（連 ）

その の排出量
（三菱重工 体）

CH4

N2O 

HFCs

PFCs

SFCs

その

実績

三 認証（国内）

実績

実績

実績

実績

実績

実績

kt

kt

t-CO2

t-CO2

t-CO2

t-CO2

t-CO2

t-CO2

221

193

193

123

1,545

0

44

0

188

151

82

458

791

0

42

0

184

135（ 5）

259

464

1,303

0

39

0

185

122（ 6）

51

187

579

0

21

0

（ 1）三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 137 社
（ 2）三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 152 社
（ 3）三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 163 社
（ 4）三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 157 社（売上高 バー率 97 ）
（ 5）三菱重工業（株） 独および連 業会社 16 社
（ 6）三菱重工業（株） 独および連 業会社 14 社



ス （ス ー 2）

位 2016（ 1） 2017（ 2） 2018（ 3） 2019（ 4）

実績

三 認証（国内）

kt

kt

653

469

649

433

609

358（ 5）

526

302（ 6）

（ 1）三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 137 社
（ 2）三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 152 社
（ 3）三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 163 社
（ 4）三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 157 社（売上高 バー率 97 ）
（ 5）三菱重工業（株） 独および連 業会社 16 社
（ 6）三菱重工業（株） 独および連 業会社 14 社

ス （ の ）（ ）

位 2017 2018 2019

、配 （ ） 実績 t 3,095 1,374 1,647

（ ）三菱重工業（株） 独

エ ル ー

エ ル ー

位 2016（ 1） 2017（ 2） 2018（ 3） 2019（ 4）

実績 GWh 2,425 2,231 2,147 2,097

気 入

位 2016（ 1） 2017（ 2） 2018（ 3） 2019（ 4）

実績 GWh 1,263 1,269 1,191 1,120

エ ル ー

位 2016（ 1） 2017（ 2） 2018（ 3） 2019（ 4）

実績 GWh 10 12 17 18 

（ 1）三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 137 社
（ 2）三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 152 社
（ 3）三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 163 社
（ 4）三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 157 社（売上高 バー率 97 ）



エ ル ー （ ）

位 2017（ 1） 2018（ 2） 2019（ 3）

力

A重

B・C重

ガ リン

ジェット

一般炭

コークス

市ガス

LPG

LNG

炭 水素ガス

水

水

気

GWh

ML

KL 

ML

ML

ML

ML

kt

t 

Mm3

kt

kt

Km3

GJ 

TJ

TJ

840

4

0.1

2

7

3

0.7

0.2

0

39

5

0.5

0.4

13

11

739

5

0

0.7

4

2

0.7

0.1

0

38

4

0.2

0

30

17

10

699

3

20

0.3

3

4

0.7

0.1

0

36 

4

0.1

0.1

21

7

4

（ 1）三菱重工業（株） 独および国内グループ会社 66 社
（ 2）三菱重工業（株） 独および連 業会社 16 社
（ 3）三菱重工業（株） 独および連 業会社 14 社



（2014 ）

三菱重工グループは、三菱重工グループ 次環境目標（2018 年 2020年 ）の で、水 用量を する目標を 定し、
業活動における水 用量の に取り組んでいます。

2019年 の水 用量は 840 m3となり、2018年 と して しました。
当社グループでは、三菱重工グループ 次環境目標に り、 水調査による や、工 による 活動等を実施
し、2020年 以 も引き続き水 用量の に取り組んでいきます。

2019   2019

（ 1）三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 150 社

パフ ーマンスデー

リスクに関する

リスクに関する バナンス

機関・ 員会

三菱重工グループ環境 員会

水リスクに関する
リスク管理 法 当社グループは、 次環境目標の で、水資 の 効活用についても当社グループ統一の 目標を 定し、

グループ全体で取り組んでいます。グループ会社各社で計画している環境マネジメントプログラム等を じ水
用量 に関する活動計画を策定しており、 な水資 の管理を っています。水関連データについては、

報 ・ 約できる ITシステムを活用して各社の進 状況を 認しています。

水ストレス地域における
水リスク管理 当社グループの 業 開地域のうち取水量が多い国内外の を対 に、「Aqueduct Water Risk Atlus

(ver.3.0)」を用いた水ストレス地域の調査を実施しました。調査対 のうち High Risk以上に される地
域に位 する は全調査対 の 17%にあたる 4 でした。 、 回の調査・ を まえ、高
リスク の 出、各 における水リスクの 定や対策 などを進め、 ごとの水リスク管理の高 を
ります。

  840 m3 （ 1）

（2014 ）

14.4 % 



リスクの

水

排水に関しては、法 に基づいた水 管理を実施しています。2019年 においては、関連法 の定める水
基準に した はありま んでした。

水に関する
法 ・ ・価 変 日本国内では、法 の情報を入 次 、 対応しています。 外グループ会社については、工場の水

用量等のデータ を進めています。

社 を リスクに対する取 組

の 用による
水 用量の として、水が ないサウジアラビア向けの発 プラントでは、 水から 水を る 水 水 プラントを発

プラントと ットで することにより水 用量を するなど、当社のもつ 広い の を組み合
て、水 に対する リ ーションを しています。

の 用による
水 の の排水 理など環境に配慮した 力発 システムにより、水 の に貢献しています。

の

水 用量の 位 2016 2017 2018 2019

利用水 用量（ 6）

水 用量

排水量（ 7）

取水量

三 認証（国内）

取水量内

上水 水

  三 認証（国内）

工業用水

三 認証（国内）

地 水

三 認証（国内）

リサイクル水の 用 率（ 5）

水 用 位（ 8）

位 率（2014年 ）

m3

m3

m3

m3

m3

m3

m3

m3

m3

%

m3

903（ 1）

775

383

275

344

329

176

171

32

7.8

935（ 1）

0.196

5.2

403

850（ 2）

683

368

224

307

284

175

173

26

6.7

876（ 2）

0.171

17.3

1,027

925（ 3）

666（ 5）

417

212（ 5）

303

286（ 5）

205

167（ 5）

22

6.0

947（ 3）

0.175

15.4

1,048

840 4）

647（ 6）

318 

180（ 6）

315

291（ 6）

207

176（ 6）

18

5.0

860（ 4）

0.177

11.8

794

（ 1）三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 131社
（ 2）三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 156社
（ 3）三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 150社
（ 4）三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 142社（売上高 バー率 94 ）
（ 5）三菱重工業（株） 独および連 業会社 15社
（ 6）三菱重工業（株） 独および連 業会社 13社
（ 7）三菱重工業（株） 独
（ 8）売上金額（ ）対水 用量にて算出



「環境基本 ・行動指 」「三菱重工グループ CSR行動指 」を、環境 の「生 多様性 参画ガイドライン」や経団連
の「生 多様性 」を するものと位 づけています。これらの ・指 に って、各地 で生 多様性の 全につな
がるさまざまな活動を推進しています。

ック ッ

れる カウ の を支援

当社グループのロ ット 上 サービス 業の主要 である種子 において、2015 年 より、認定 NPO 法人アースウォッ
チ・ジャパンが主 する「種子 のア ウ ガメ 全調査」を支援しています。ア ウ ガメは、世界的に が されており、
種子 は日本で 2 番目にア ウ ガメの が多い地域でありながら、これまで 全のための 体 別調査が とんど行 れてこ
なかったため、本調査がア ウ ガメの生 の 、 いては 全に がることが されます。現地調査には当社グループの社員
も ランティアで参加し、NPO法人日本ウ ガメ 会の指 のもと、 の ガメに 体 別用の標 を 着したり、 し
た子ガメたちの 調査や体重 定などを行っています。この 業は、「国連生 多様性の 10 年日本 員会（UNDB-J）」が推 す
る 業として認定を けています。2020年 9月、 6年 の調査活動の成 をまとめ、当社ウェブサイトに しました。
（参照）三菱重工ウェブサイト 生 多様性   https://www.mhi.com/jp/csr/environment/biodiversity_initiatives.html

配 の 認（ 外 メラで ） 子ガメの体重 定（ 外 メラで ）

出を る ランティア（ 外 メラで ） へ向かう子ガメたち（ 外 メラで ）

調査活動 にレクチャーを ける ランティアの さん



の 活動 外 の 活動を推進

年、地 治体などでは、企業による 活動を支援する取り組みに力を入れています。当社グループも各地の 治体などと
連 して 全活動を推進。多様な生 が生 する を るため、社員やその が となって や などの活動に取
り組んでいます。また、NPOなどと連 し、日本の生 に を える外 生 の 活動にも積 的に参加しています。

所では三菱重工エンジン ター チャージャ（株）が主体となり 2009年以 年、 が取り組んでいる「かなが
水 の づくり 業」に社員の 環境 全に対する を高めるために 生パートナーとして参画し、 全活動に
力しています。

参加した社員とその

に る 性

三菱パ ー（株）高 工場では、環境ア スの に基づき、 （ コウジ ・ コシガヤ） のために 用 し
生育を行っています。また、三菱重工工 機 （株）（本社 東市）では、 を する を とする企業として
「 を す会」主 の外 活動に 年参加し の環境 ・生 全に 力しています。

パフ ーマンスデー

性の取 組

生 多様性に関する
活動計画と 評価 業所などでは、 囲の生 多様性への を最 に めるため、さまざまな取り組みを行っています。

8



シレン トルエン エ ル ン ン 気

三菱重工グループは、三菱重工グループ 次環境目標（2018年 2020年 ）で 発生量（ を ）を
する目標を 定し、 別の や 利用の 進、加工ロス最 等により の排出 に めています。

2019年 の 総発生量は 170 トンとなり、2018年 と して、データ 計社数の変動に い しました。
また、大気 の 因 の一つである VOC（揮発性 機 合 ）については、グループ全体で に排出量の多い シレン、
トルエン、エチル ン ンの排出量の 続的なモニタリングを行いながら、排出量の に取り組んでいます。
主な取り組みとして、三菱重工業（株）と国内 メー ーが共同で VOC を まない無 を開発し、 機金 部
の加工工 における VOC排出量を大 に しました。
2019年 の VOC排出量は 815トンとなり、2018年 と して しました。
当社グループでは、引き続き 発生量および VOC大気排出量の に取り組んでいきます。

2019 2019

（ 1） 価 を 。三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 116 社（売上高 バー率 92 ）
（ 2）三菱重工業（株） 独および国内グループ会社 28 社（売上高 バー率 85 ）

パフ ーマンスデー

・

実績 位 2016（ 2） 2017（ 3） 2018（ 4） 2019（ 5）

発生量（ 1）

三 認証（国内）

リサイクル量（ 1）

最 量

t 

t 

t 

t

180

137

142

7

189

119

123

9

173

49（ 6）

130

14

170

56( 6) 

120

12( 7)

位 2016（ 2） 2017（ 3） 2018（ 4） 2019（ 5）

実績 t 11 11 10 10

（ 1） 価 を
（ 2）三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 137 社
（ 3）三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 152 社
（ 4）三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 118 社
（ 5）三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 117 社（売上高 バー率 92 ）
（ 6）三菱重工業（株） 独および連 業会社 14 社、 価 を く
（ 7） 業活動以外の の最 量を く

シレン トルエン エ ル ン ン 気

170  t （  1）

シレン トルエン エ ル ン ン 気

815 t （ 2）



性 （VOC）

位 2016（ 1） 2017（ 2） 2018（ 3） 2019（ 4）

実績（合計）

トルエン

シレン

エチル ン ン

t 

t 

t 

t 

1,878

417

965

496

2,364

484

1,192

688

1,145

313

536

296

815

294

339

182

（ 1）三菱重工業（株） 独および国内グループ会社 10 社
（ 2）三菱重工業（株） 独および国内グループ会社 28 社
（ 3）三菱重工業（株） 独および国内グループ会社 22 社
（ 4）三菱重工業（株） 独および国内グループ会社 28 社（売上高 バー率 85 ）



女性 数

三菱重工グループでは、一人 とりが能力を に発揮できる労働環境を するために、「三菱重工グループ グローバル行
動基準」を 定するとともに、企業 の 成、各種 の に めています。

や労働時 等の労働基準においては、各国の法 を するとともに、日本国内の当社社員の労働時 の上 を一日
8 時 40 時 と法 に った を 定するなどの法 により、より良い労働環境の に めています。加えて、
労働組合とは労働 約を し、 金・一時金や労働 全 生、 の 、経営状況等について労 や 交 を重
ながら、労 の対 を進めています。

当社グループが持続的に発 し、また社会との共 価 の を最大 さ るために、 業活動の となる人材にも多様性
（性別、年 、国 、 がいの 無など）が められています。そのため、多様性を するダイバーシティ・マネジメント
を しており、ダイバーシティ推進組 を HR部 内に しています。ダイバーシティ推進組 の 体的な取り組みとし
ては、階 別 育への り みによる管理 等の や、イントラネット上に 用サイトを開 し、ダイバーシティ推進
に関する情報発 等を行っています。
女性活躍推進については、女性が活躍できる の 成に向けた計画の立 ・ 行に取り組んでいます。また、内 「 く女性の
活躍を加 する 性リーダーの会」行動 に 同しています。当社の重要 にも 定されていた「2020年までに女性管理職
数（ 当職以上）を 2014年 で 3 に引き上 る」という目標については、2020年 4月に達成しました。現在は、「女性従業
員数の 大」「 ャリア支援」「女性管理職の計画的な育成」「 成」の 4つのテーマを 、女性のさらなる ャリアアップの
ための 組みづくりや な働き の など環境 を進めています。2019年 4月には、当社 の女性 行 員も 生しました。
また、2020年 7月には「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（女性活躍推進法）に基づき、女性活躍推進に一定
基準で優良な貢献をしている企業を厚生労働大臣が認定する「えるぼし」認定で、「採用」「 続 業」「労働時 」「管理職 率」
「多様な ャリアコース」の全 5項目の審査基準を満たし、3段階の最高評価である「三つ星」を獲得しました。
がい に対しては、能力と 性に応じて活躍できる場の と社会的 立の 進を目指し、 を するなど、職場

環境および施 ・ 面において配慮をすすめることで 労支援を推進し、2018年 12月には新たな職域で がい が活躍で
きる場を するとともに、 労支援 ンターと連 して採用する等の取り組みを行いました。 はこのような職場を各地
へ ・ 大していく 定です。こうした取り組みにより、より多くの がい の が当社に を持ち、 してご応

いただけるように めています。
2003年から定年退職（60 ）を える従業員を対 に 用 を し、さらに 2013年からは「 用 」を 入して、
用 以上にメリ リのある の実現や 利厚生面の などを りました。

加えて、社員の が多様 する で、会 を として開 することで、 の場所の を開 しました。さらに、同性でも
法律 と同じ 利厚生を けられるよう配慮するなど、さまざまな職場で高い経 と 性を持つ従業員の活躍を推進していきます。

2020

（ ） 2020 年 4 月 1 日時 の 当職以上。三菱重工業（株）および三菱パ ー（株）（従業員 バー率 29 ）

258 （ ）（ ）



パフ ーマンスデー

性

従業員数（各年 時 ） 位 2015 2016 2017 2018 2019 対 範囲

    総数

性

女性

81,845

19,357

17,414

90.0

1,943

10.0

83,932

16,824

15,166

90.1

1,658

9.9

82,728

14,717

13,213

89.8

1,504

10.2

80,744

14,534

13,104

90.2

1,430

9.8

81,631

14,501

13,042

89.9

1,459

10.1

連

独

独

独

独

独

従業員平均 続年数、平均年 位 2015 2016 2017 2018 2019 対 範囲

    総数

性

女性

年

年

年

16.1

39.0

ー

ー

16.2

39.2

16.2

16.6

16.4

39.5

16.4

16.6

17.0

40.1

17.0

17.2

17.6

40.7

17.7

17.4

独

独

独

独

員 位 2015 2016 2017 2018 2019 対 範囲

総数

性

女性

59

58

98.3

1

1.7

54

53

98.1

1

1.9

58

57

98.3

1

1.7

57

56

98.2

1

1.8

63

61

96.8

2

3.2

独

独

独

独

独

管理職（ 職以上） 位 2015 2016 2017 2018 2019 対 範囲

総数

性

女性

4,108

4,029

98.1

79

1.9

3,478

3,398

97.7

80

2.3

3,083

2,998

97.2

85

2.8

3,196

3,096

96.9

100

3.1

3,265

3,159

96.8

106

3.2

独

独

独

独

独

がい 用率 位 2015 2016 2017 2018 2019 対 範囲

用率 2.22 2.17 2.13 2.1 2.29 独

用 数 位 2015 2016 2017 2018 2019 対 範囲

総数 1,613 1,284 925 696 519 独



社の

従業員数（各年 時 ） 位 2015（ 1） 2016（ 1） 2017（ 1） 2018 2019

労働 約の対 となっている従業員 合

労働組合との団体交 （労 ）の回数 回

99.9

44

8 99.9

36

99.9

43

88.9（ 2）

40（ 1）

88.9（ 2）

41（ 1）

（ 1） 三菱重工業（株） 独
（ 2） 三菱重工業（株） 独および国内グループ会社 10 社（従業員 バー率 49.3%）

位 2015 2016 2017 2018 2019 対 範囲

一時 数

一時 を う組 変 に関する
団体交 の回数

回

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

独

独



（ ） 数 （100 ）

「人 重の に し、立場持場で 全 一を実行すること」「 全に総力を して、優れた をつくり、社会の発 に
すること」「 はすべての基本であることを認 し、 全な 体と な職場づくりに全員が工 と 力を続けること」の 3つを
基本とした「 全 生基本 」を ており、従業員とともに 業活動に従 する関 企業も対 としています。この
のもと、全社で労働 全 生マネジメントシステムを運用して、 全で な職場づくりを推進しています。2020年 9月時 では、
当社グループのうち 2社（ ）が労働 全 生マネジメント認証 である「ISO45001」を取得した 業場を しています。
労働 全 生に関連する取り組みの計画内 や進 については、 である HR 当 員への定 的な報 ・審 が行 れ
るとともに、HR 当 員を とする 生 員会においても、 全 生管理計画の および進 フォローを定 的に
行っています。また、 ごとの総 全 生管理 ・従業員・労働組合で構成する 業所 全 生 員会ならびに各部 に
おける部 全 生 員会を 月開 するとともに、定 的に労働組合との を実施しています。

・重大 等の労働 全 生リスクについては 機管理情報として発生部 より経営 へ 機管理情報として 報するとと
もに、各ドメインの より経営会 ・取 会等の場にて 要ならびに対策等について報 を行うこととしています。
また、 ・重大 等の 全 生リスクが発 した場合、HR 当 員は発生部 へ 報 を行 るとともに、当
で得られた のグループ内の全職場への ・ 開を指示、 要に応じて三菱重工グループ員への メッ ージを発

することで、労働 全 生リスクの ・管理を行っています。

（参照）三菱重工ウェブサイト ISO45001認証取得状況 https://www.mhi.com/jp/csr/social/health_iso45001.html

（ ）従業員 バー率 3.73%

2019

2019

（ ） 三菱重工業（株） 独およびグループ会社 23 社（従業員 バー率 48.5 ）、100 実労働時 あたり

本

ルー

本
人 重 の に し、 全を よりも優先する。

動指
1. グループ一体となって、グループ内の連 を り、全員参加で、 全 生水準の 持・ に める。
2. グループ各社は、 全 生を 業運営上の最重要 と位 付け、 全 生管理体 を 立し、 と を にし、

全 生活動に取り組 。
3. 全 生活動は、目標を 定し、実行・評価することで、 続的な を り、労働 ・職業性 の に める。
4. 全で な職場とするために、職場のリスクを にし、そのリスクの性 に応じた対策を実施することで、 在リスク

の最 を る。
5. 一人 とりが、関連法 、基本ルール びその の要 項の を し、 育の を じ、 全 生に対する の

高 を る。
6. はすべての基本であることを認 し、 全な 体と な職場づくりに全員が工 と 力を続ける。

（ ） 数 （100 ）

0.27（ ） （ ）

1.20



ック ッ

に「 」を

「 の生 活動において働く の い をなくすようなことを 対 こさない」という決 のもと、2012年 10月、 所に
「 全 」という 全 育施 を開 しました。この施 は、 の 現 や 示 から の イントや対策を 「

示 ーン」、人がエラーを こす 理を体 育や を交えながら び、 トレーニングもできる「 ーマン
エラー ーン」の 2 つから構成されています。この施 を管理 から 業 まで一人 とりが の さや さを で じ、
「 どうあるべきか、 は をすべきか」に気付き決 する場として活用し、 全 性の向上と 全 の 成を っています。

全

パフ ーマンスデー

業務上 数 位 2015 2016 2017 2018 2019

対 範囲

従業員

業

独

0

0

独

0

2

連 （ 1）

0

1

連 （ 1）

0

0

連 （ 1）

0

4

業 数率（ 2） 2015 2016 2017 2018 2019

対 範囲

従業員

業

独

0.11

0.45

独

0.28

0.41

連 （ 1）

0.18

0.46

連 （ 1）

0.17

0.29

連 （ 1）

0.19

0. 33

業 数率 2015 2016 2017 2018 2019

対 範囲

従業員

独

0.02

独

0.02

独

0.08 

独

0.03 

独

0.03

労働 数 位 2015 2016 2017 2018 2019

対 範囲

従業員

業

独

34

独

39

連 （ 1）

19

52

連 （ 1）

17

37

連 （ 1）

18

38

労働時 2015 2016 2017 2018 2019

対 範囲

時

独

108,164,976

独

89,026,326

独

218,665,120

独

227,229,887

独

207,196,189

（ 1）三菱重工業（株） 独およびグループ会社 23 社（従業員 バー率 48.5 ）



に （ 1）

・重大 数 2016 2017 2018 2019 2020

目標

実績

0

2

0

2

0

0

0

5

0

（ 1）三菱重工業（株） 独およびグループ会社 23 社（従業員 バー率 48.5 ）
（ 2） 業 数率とは、100 実労働時 当たりの労働 による 数で、 発生の を表したもの。

業 1 日以上の労働 による 数 実労働時 数 1,000,000
（ 3）労働 数の 2014 年 2016 年は を 全 の 数を

労働 全 生に関する
活動状況および 育・ 発 三菱重工グループ 全 生 を 現 するための 段として労働 全 生マネジメントシステムを定め、組

的かつ 続的に実施する 全 生管理に関する 組みを構 しています。また労働 につながるリスクを
さ るため、新 プロジェクトの計画時、および のプロジェクトは定 的に労働 全リスク評価を実施

しています。その一環として、全ドメインにおいて、主に 全 当部 や 部 が となって 業や に
関するリスクア スメントを実施し、その に基づき を進めています。また、 などを対 に、ビ
ジ アル 材や、 を 体 できる体 を活用した 全 育に取り組み、 全 性の向上と 全 の
成を っています。体 は 所や 所など各地域 に しています。

時の対応

一の ・ 発生に え、当社の 業 性を まえた 発生時 定を各ドメインで定めており、
発生時の の最 と を っています。 て発生状況および 因の ・ を行うと共に、

・ 対策を じています。

推進のプログラム・取り組み

・2019年 10月、社員が働き を実 し ともに であることを大 にした 経営に取り組 とする社
の 経営 を発 しました。

・社 経営 を け、以 の つの重 項目を 管理計画（「Action ご に 」）にまとめ、MHIグ
ループ一体となって、施策を推進しています。
ライフスタイルを し生活 を するための ルスプロモーション活動（ 管リフレッシ プログ
ラム、 ルシーメニ ーの ）や、三菱重工 組合と 働した ンライン プログラムの
スマイルあ れる職場づくりのため、ストレスチェックの活用による職場環境 や、社員が しやすい
環境づくりを推進
スモークフリーの職場環境を目指した、 所の ・ 約、 支援の実施
生活 等の 性 コントロールのため、 の 指 ・ 、持続 定 を 用した

重 のためのプログラムのグループ内での 開
断実施 100%を目指す等コンプライアンスの

・ 管理の指標として、 業 数率・日数率の か、施策ごとに目標KPIを定めています。2019年からの
3 年では、メタ 率の 10 イント ・高ストレス 当職場 ロを目標として推進しています。

・新型コロナウイルス 対策の一つとして、 用 ータルサイトを立ち上 、社員の行動指 や 要な情報
・ 業 の 別取り いも定めるなど、社員の の 成に めています。

・ メンタル ルス対策の一環として、新入社員、 外 、 社員、管理 等へのメンタル ルス 育
を実施しています。

・ 社内の 業 ・ 業 職、また の ウン ラー、外部EAPの 等により社員、 外 およびその
等が しやすい環境づくりを 進しています。



生活 ナー ルシーメニ ー

ナー 内 定会

外渡 への対応

・日本から 外渡 する社員に対しては、メンタル面も めた 管理につき 育をしています。グローバルな
である ・HIV・ ・ ・ウイルス性 、地域 のマラリア・デング 等の 行状況や 法

について情報 しています。 クチン 種により える については、会社の 用で 種を実施し
た上で渡 することとしています。

・ 渡 もしくは渡 先の状況を みた チェックを渡 に実施し、 業 による渡 可 判断を行って
います。

・新型コロナウイルス パンデ ック以 は、 外 在 の退 、新 外 の 合 等、社員の 全を
優先しながら 業 続をしています。新たな は、 の にかか ら 、 び 業 によ
り新型コロナウイルス の重 リスクを評価し、 先の 行状況・ 資 等を総合的に の上、可
を決定しています。

・渡 先に 業 ・ 業 職が出向き、 施 評価、 や現地の情報を基に 別面 、現地のニーズに
応じた 育、生活環境指 を実施しています。また、定 的に 管理に関するレター配 をしたり、 等に
よる体調 良 への 別 にも対応しています。

・ アシスタンスサービスと 約し、日本 での ・ ・ の 配等のサ ートを けられるように
しています。

外現地工 業 スタッフによる現地 回支援の様子

職場



現地 機関の 業

業 による 育

現地 社員に対する 育 現地 社員の 同 に対する 育

8



育

育

三菱重工の人材育成に関する基本的な として、 変する市場変 に対応できるグローバル企業の実現に向けて、さまざまな
育プログラムを するとともに、社員の 発的な ャリア 成を すことがこれまで以上に重要と考え、社員の能力向上を目指
した 育の 実を推進しています。職場でのOJT（On the Job Training）を基本に、入社時から階 別・職能別の各種 育プログラ
ムを実施しており、階 別 育の主なテーマとしては、リーダーシップ、マネジメントなどがあります。人材開発の重 施策とし
て、グローバル対応力 を目指した育成、ナショナルスタッフの育成、ものづくりを支える 能 の育成、グループ会社の社
員に対する 活動などに力を入れています。

2019

2019

パフ ーマンスデー

マ ジ ント

人材開発の重

社員の 発的な ャリア 成を すとともに、グローバル対応力 を目指した 育、ナショナルスタッフの育
成、グループ会社の社員に対する 、女性の活躍推進を に、人材開発の取り組みを進めています。

プログラム（1）

業上の効

参加従業員数

ーバル対 を 指 育成
グローバル対応力の一 の を目的に、2011年 から 社員の 外 （MGT MHI Global Training）
などを けています。

グローバル人材としての の 成と組 全体のグローバル対応力向上を 実にします。

2019年 は 9 が参加

育

19.4
育

28,184



プログラム（2）

業上の効

参加従業員数

外 ルー 社 の育成
グローバル やダイバーシティを加 していくためには、 外グループ会社を めた多様な人材の能力・ス ル
の向上が 可 です。当社グループでは、 外グループ会社や地域の経営を う人材の育成のために、 のリ
ージョン ロー ル 部候 向け を しています。2017年 からコンテン と対 を一新したこの選
抜プログラムは、インド・バンガロールにて 外全地域のグループ会社から推 された優 人材と日本からの推

を 合して行 れています。インド 指のビジネススクールと連 した 内 に加え、マー ットとして
も ICT スタートアップの先進地としても 力的なバンガロール市内でのフィールド ークも実施し、多様性
と に んだプログラムとなりました。
2019年 からはこれまで実施してきた 2コースのうち、1コースを ーストラリアで実施することとし、 米
地域からのアク スの を り、また、 ーストラリア 指のビジネススクールと連 して の効率を
高めるなど、さらなるプログラムの 実に めています。

外グループ会社の経営を えるように、経営人材として 要な の付 とリーダーおよび当社グループの
一員としての を すことを いとしています。

2019年 は計 20 が参加

プログラム（3）

業上の効

の を支 る の育成
全社共 の 本の など、全社的な 育の共 ・統一 を るとともに、動画（DVD）を 成し、 テラン
が ってきた「 の 」をデジタルデータに すなどして、 実な 能 と の 育成に取り組んでいます。
さらに、 能レ ルの向上と の活性 を ることを目的に、「機 組立」「 」「 」などの で全社
的な 能 会を開 しています。加えて、指 する社員の指 力 にも取り組んでいます。

当社グループでは、 テラン 能 の退職が進 とともに 能 が 加しており、ものづくりの 一 を支
える 能 の育成が 務となっており、組 的な育成プログラムにより を 実にしていきます。

プログラム（4）

業上の効

ルー 社の社 に対する 活動
当社グループ一体での人材育成を推進するため、階 別のマネジメント やビジネスス ル をグループ
共 のプログラムで実施しています。また、2017年 から、これらの をグループ合同で開 し、グループ
全体での 育機会の を るとともに、会社・部 を えた の交 を し、グループとしての一体
の 成を進めています。

当社グループ全体の経営と 業体 の を 実にします。



育 取得 の

育 取得 の定

社員が と を 立しやすい環境を えるため、育 や などに配慮したさまざまな支援 の に取り組んでいます。
2011年 11月には、 治 のために取得できる「チャイルド・プラン 業」、育 や 、 の などの 合に合
て 1 2時 位で を取得できる「時 位年 」を 。さらに 業・ 務の を し、 業は 算して 1
年以内、 務は が するまでの 要な 取得可能としました。また、2016年 4月からは育 務 ・ 務
および の を対 に在 務を 入、さらに 2019年 8月からは利用対 の範囲を全社員に 大し、より社員 人の 情
に合 たフレ シブルな働き の実現に めています。なお、育 業、育 務、 業、 務の各 は、い れも法
定を上回る となっており、育 ・ などに関する各 ・ 続きについては、イントラネット上に し、社員が情報を
に得られるようにしています。また、育 業 のスムーズな職場 支援のための、育 業 と育 業経 との 会の定
的な開 や、 職 のための ナーなど、 の 以外の取り組みにも 力しました。
時 労働の に向けては、労働時 に関する 員会を定 的に開 しています。また、在 務やスーパーフレックスタイム

（コアタイムのないフレックスタイム ）の 入等で効率的な働き を目指し社員の生 性向上を推進しています。
さらには、社員の ークライフバランスを することに加え、多様 するライフスタイルへ対応するため、 支援策をはじめ、
定 出年金 （ ）や従業員持株 、退職金 、企業内 育 など、さまざまな 利厚生 を 入しています。

また、当社グループが持続的に発 ・成 していく 動力として、グループを支えるすべての多様な人材が活き活きと働く企業になる
ことが 要 可 であると考えており、その実現に向けて、グループ員のエン ージメントの 進と組 力の向上に取り組んでいます。
グループ員のエン ージメントを 定する 段として 2017 年 より社員 調査を実施しており、社員 調査の を まえ、
「 略・ 向性、目的の共 」「権 の 達 やルールの し、業務内 ・プロ ス 等の業務変 」「人 と運用の
し」等に主 を き、全社的・ 続的な取り組みを行っていきます。

（ ）対 範囲は三菱重工業（株） 独および国内グループ会社 27社

2019

2019

ック ッ

ルー

「成 の機会」を多様 さ 、当社グループの成 の 動力となるグループ員エン ージメントと組 力を向上さ る取り組
みとして、グループ内人材 を 入しました。これは社員 らの による 動を可能とする で、 部 の選考
に合 した場合に 動することができます。2019 年からこれまで 回実施し、合計数 人の応 があり、約 20 人（2020 年
9月時 ）のグループ員が 動して新たなチャレンジを めています。当社グループにはさまざまな ・経 やバックグラ
ウンドを持った優 な人材がたくさんいます。こうした人材が の を えて活発に交 し、イ ーションにつな るこ
とを可能とする 組みの を進めています。

育 取得 の

99.4 %

育 取得 の定

97.3 %
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の 定

の成 評価

位 2015 2016 2017 2018 2019 対 範囲

目標管理による評価を行っている従業員の 合

多面的な成績評価を行っている従業員の 合

%

%

58

42

63

37

60

40

60.9

39.1

60

40

独

独

採用 数 位 2015 2016 2017 2018 2019 対 範囲

    総数

性

女性

589

518

87.9

71

12.1

469

416

88.7

53

11.3

316

277

87.7

39

12.3

288

247

85.8

41

14.2

460

396

86.1

64

13.9

独

独

独

独

独

総 職率

性

女性

% 5.6 3.3 2.5 3.1

2.7

7.3

2.5

2.3

4.4

独

独

独

合退職率

性

女性

% 0.7 0.7 0.8 1.1

0.9

2.5

1.1

1.0

2.5

独

独

独

続年数

性

女性

年

年

年

16.1 16.2

16.2

16.6

16.4

16.4

16.6

17.1

17.0

17.2

17.6

17.7

17.4

独

独

独

社

当社グループは、グループ員のエン ージメントやエン ージメントに び付く種 の要員を 定する 段として、2017 年
より社員 調査を実施しています。

2018年 に対する対策実施の を するため、2019年 については実施を りましたが、2020年 は 10月 11
月に実施しました。

位 2017（ 1） 2018（ 2） 2020（ 3）

エン ージメントが高い社員の 合

回答率

%

%

57

82

55

87

56 

88

（ 1）対 範囲は三菱重工業（株） 独および国内グループ会社 18 社
（ 2）対 範囲は三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 78 社
（ 3）対 範囲は三菱重工業（株） 独および国内外グループ会社 124 社



支援

立支援 利用状況 位 2015 2016 2017 2018 2019 対 範囲

育 業 利用 数

うち 性

育 務 利用 数

うち 性

チャイルド・プラン 業利用 数

業 利用 数

務 利用 数

育 業取得 の 職率

育 業取得 の定着率

219

20

465

72

3

5

14

98.2

96.0

182

17

444

99

4

2

13

99.1

98.1

203

36

459

134

2

7

19

97.2

98.5

199

43

532

192

1

18

29

98.0

98.8

257

113

480

218

1

8

15

99.4

97.3

独

独

独

独

独

独

独

独

独

年次 取得率  

在 務 利用実績（ 1）

% 76.8

80

77.7

119

81.4

191

80.9

362

77.7

2,280

独

独

（ 1）対 範囲は 2019 年 7 月までが育 務・ 務利用 および の社員。2019 年 8 月からは全社員



数

三菱重工グループは、国際 約等の で表 されている人権および労働 の権利を く 重します。2015年 5月にビジネスと人権
に関する指 など国際的なガイドラインを参照した「三菱重工グループ グローバル行動基準」でグループ共 の 範を 定し、
この行動基準を じて、当社グループは一つの共 の企業 を 成していきます。その企業 とは、お いの であり、当社
グループで働く人びとは、人種、 の 、 、政治的 、性別、年 、国 、性的指向、 、 、に一 関 りなく、等
しく と を以って れます。また、「人権基本 」を策定し、 業活動に関 るステーク ルダーの人権を 重し、持続
可能な社会の発 に貢献しています。 においては、人権 などの を ぼすことや、これを する行 の回 に める
ため、国連人権理 会が採 した「ビジネスと人権に関する指 」の考え に って行動することを 定しています。
当社グループは、 別的取り いを一 しま ん。この のもと、各職場を対 とした人権 発を推進するため、 年、人権

や ラスメントについての基 、 をテーマとした人権 発 を、新入社員、主 や などの新 管理 を対 に
実施しています。2019年 は新入社員約 190 、新 管理 ・ 約 1,170 が人権 発 を しました。また、パ ー・
ラスメント 発の に取り組み、2010年 から 入しているパ ー・ ラスメント のための e-ラーニングを 続して

実施しています。社内各 に している ラスメント 員に対しては、年に一 、 ラスメント等の を けた場合に
に対応できるよう、 ラスメント 員ス ルアップ を実施しています。
また、三菱グループ各社が人権 に連 して取り組 ことを目的として、1983年に発 した三菱人権 発連 会での「 会活
動」に参加することで、三菱グループ各社との交 を るとともに先進的な を び、さまざまなテーマが 在する人権における
取り組みの高 を っています。
さらに 2019年 はグローバルコンパクトネット ークジャパンの ーマンライ ・デ ーディリジェンス 会に参加しました。
企業がビジネスと人権の をどう え、国連「ビジネスと人権に関する指 」に基づく ーマンライ ・デ ーディリジェ
ンス（人権 重の のコ ット、 社およびサプライチェーンにおける人権 の可能性および の評価、 ・ ・ ・
済 、活動進 の開示）にどう取り組 かについて、 企業と共に しました。 体的には 、 社の取り組み進

評価、 ークショップ、 あるテーマごとのグループ ークなどを行っています。

2019

本

当社グループは、 業活動に関 るステーク ルダーの人権を 重し、持続可能な社会の発 に貢献するため、2013年に「三
菱重工グループ 人権基本 」を策定しました。

ルー 本

三菱重工グループは、社 に基づき、 に社会の進 に貢献する企業であり続けるため、人権 重の を たす 力をして
いきます。人権 などの を ぼすことや、これを する行 の回 に めるため、国連人権理 会が採 した「ビ
ジネスと人権に関する指 」の考え に って行動します。

数

1,360
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に関する

最高

 一 （ 行 員、HR 当 員）

機関・ 員会

称

メンバー

開 回数

人権 発推進 員会

HR 当 員（ 行 員）を 員 とし、26 で構成

要に応じ、 開

に関する カ ズ

報 の 状況

対 範囲

グループ会社を めた社員（非 社員も ）や取引先を対 に、コンプライアンス上の ・ 報を行

うことができる 用 を社内外に けています。また、2012年 1月からは社内外に「 ラスメント

」も しています。

当社グループ社員および取引先



社 活動

三菱重工グループは、CSR行動指 に り、 業活動と関連性が い地域貢献、次世代育成、環境 全を重 として社会貢献
活動を推進しています。これらの重 は、当社の 業 略、 み、日本およびグローバルでの を み、社会価 とともに企
業価 の貢献につながることを目的に策定しました。地域貢献では、当社グループが 業 を いている地域社会と共生し、
な 関 を いていくことが、 業を 続していく上で 可 であると認 しています。そうした考えのもと、それ れの地域
性や に応じたさまざまな活動を 開し、地域の発 と活性 に貢献していきます。次世代育成では、「ものづくりの 」と「

」を次世代に えることを基本 としています。2018 年 からスタートした 3 年に たる 経営計画「2018 業計
画（FY2018-2020）」でも人材の育成を重 施策の一つに ており、次世代育成を とした各社会貢献活動は、それに る人
材の育成にも がるものとして取り組んでいます。
また、「2018 業計画」では、地 上のすべての人 が して ら る持続可能な社会へ向けた「MHI FUTURE STREAM」とい
う取り組みを推進しています。この取り組みでは、機会 域の 、 業の 、 新 の発 などを じて、現在・
の社会が 面する で な を 決していくとともに、その先にある に向けて、社会の発 に合 て え ない変
を続けていきます。

2019

社 活動

地域社会と共生し、地域社会の発展に貢献する

三菱重工グループでは、支社・ 業所・ 外 務所・ 外グループ会社などの を いている地域社会と共生し、 な
関 を いていくことを基本 としています。そうした考えのもと、国内外の においてそれ れの地域 性や に

応じたさまざまな活動を 開し、地域の発 と活性 に貢献していきます。

次世代育成
「ものづくりの心」と「科学技術」を次世代に伝える

三菱重工グループは、 年に たって多種多様な を開発・ してきました。その の で育んできた「ものづくりの
」や「 」を次世代に え、 へと していくために、子どもたちを いての理 育など、さまざまな 育活

動に取り組んでいきます。

1,328



ック ッ

2019 の 社 活動

次世代育成「次世代への架け橋」 

活動 対 するSDGs

業地域 の や、三菱みなとみらい で当社グループの ・
などを 材にした理 業を実施。

ロ ット 上 の種子 や、ロ ットの ・組立を行う愛 の工場に
全国から した 生を し、理 業やロ ットの を実施。

ス ー
次世代を う子どもたちにス ー を して かな と 全な体を育んでもらうた
め、サッ ーやラグビー、 、 上などのス ー を開 。
式 合にも し、ス ー の を広 る取組みを実施。

地域貢献「社会との絆」 

活動 対 するSDGs

マッ ン フト
労働組合が行った 金に会社が同額をマッチングし、 用 の 状 スプー
ンとフォークを 入。社会 会を じて東京・ ・大 の 施 に 。

Table For Two
Table For Two（TFT）は、開発 上国の と先進国の 満や生活 の に同
時に取り組 、日本発の社会貢献運動。
当社グループでは、この理 に 同し、本社ビルや 業所の や 動 売機等で
TFTプログラムを 入。日本の代表的な べ 「おに り」を じて、 アフリ ・
アジアの子どもたちに かな を ける「おに りアクション」にもグループ社
員・ が参加しました。



環境「地球との絆」 

活動 対 するSDGs

カウ
世界的な 星利用ニーズ 大に い、 上 市場の 大が まれるロ ット 上 サ
ービス 業の主要 である種子 において、認定NPO法人アースウォッチ・ジャパンの
主 する「種子 ア ウ ガメ 全調査」を支援し、現地調査には社員 ランティアが参加。
当社グループの重要な 業 である種子 は、ア ウ ガメが に れる場所の一つだ
が、これまで 体 別調査は とんど行 れていなかった。種子 の で調査を行うこと
により、 が されるア ウ ガメの生 を らかにし、本種の 全に貢献していく。

「 の 」 活動
日本各地の が 面しているさまざまな を 決し、生 の多様性にあ れる
づくりに貢献するため、各 が主 する「企業の づくり」や、行政・NPO（非
営利団体）が主 する 全活動にグループ社員・ が参加。

クション る 動
日ご 生活している地域の 活動「 るさと 運動会」を、 年全国各地で実施。

の 活動では、 の外 活動も実施。
グループ社員・ 一人 とりの環境 全・地域貢献 の向上を目指すこの 活
動は、2019年 は 64回、 べ 2,552 が参加。

（参照） 三菱重工ウェブサイト CSR ニ ース一 https://www.mhi.com/jp/news/kind/csr.html
CSR 環境 「生 多様性」 https://www.mhi.com/jp/csr/environment/biodiversity_initiatives.html

（参照） Facebook 三菱重工グループの CSR  https://www.facebook.com/mhi.csr/

パフ ーマンスデー

社 活動

社 活動の

重 （1）

業との関連性
次世代育成

を成 の とする当社において、子どもたちの理 に対する関 ・理 力 、理 れは当社の
的な人材 および育成の となる可能性があるため、子どもたちに理 や への を さ る活

動を行うことは、 業 続の重要な要素です。

重 （2）

業との関連性
地域貢献
世界 で 業を 開する当社にとっては、各 業地域の社会と共生し、 な 関 を いていくことが 業
続の重要な要素です。

重 （3）

業との関連性
環境
新 国・ 上国を めグローバルに 業を 開する当社にとって、地 環境に配慮した 業活動を行うことは、
業 続の重要な要素です。

8



社 活動の 入

社会貢献活動 位 2015 2016 2017 2018 2019

総額

別内

データ対 範囲

育

地域社会

・ 、ス ー

その

 

 

 

 

 

 

グループ

2,053

452

636

295

100

570

グループ

2,542

491

1,115

108

134

693

グループ

1,668

438

627

94

90

419

グループ

1,611

379

608

89

70

391

グループ

1,328

101

710

105

84

328

付の種 現金 付

時 付

現 付

経

 

 

 

 

1,027

819

40

167

856

1,126

22

538

783

283

31

571

678

405

14

669

355

240

25

707

社 活動の 定

重 （1）の KPI 位 2015 2016 2017 2018 2019

理 業開 実績 参加人数（ べ人数）  9,350 58,578 62,898 111,523 69,779

新たな理 業の運営に り、 や
CSR活動に対する が高まった社員の 合

データ対 範囲

% 

グループ グループ グループ グループ

89

グループ

重 （2）の KPI 位 2015 2016 2017 2018 2019

地支援実績 等の 数  2 6 5 4 6

付・支援額

データ対 範囲

 6

グループ

45 

グループ

43 

グループ

35 

グループ

20

グループ

重 （3）の KPI 位 2015 2016 2017 2018 2019

種子 ア ウ ガメ
全調査支援実績

社員 ランティア
（うち参加 ）

 33(12) 159(26) 81(24) 68(36) 32（24）

実施した調査の回数

体 別調査数 ガメ（ 時）

体 別調査数 子ガメ（ 時）（ ）

回 

 

 

4

23 

8

42 

12 

8

52 

12 

18 

123

8

35

（ ）2015・2017・2019 年の 時調査は 候 等により実施していない。

業上の効

・当社グループ社員が理 業の を務めることによる、プレ ンテーション能力、コ ニ ーション能力
の向上、およびモチ ーションの向上

・ 地支援による、当社グループの重要な 業関連地域の

業を じた社会貢献

当社グループは、持続的に 業活動を進める上で、 業を行う国や地域の発 に し、良 な関 を くことが
重要だと考えています。 外の各 においては、地域 の や を 重した経営を推進しながら、 業の
大を した 用の 出に貢献するとともに、現地のサプライヤーを積 的に採用し、調達に めています。



三菱重工グループは ESG をはじめとするサステナビリティに関する活動と情報開示に取り組んでいます。これらの取り組み
により、外部機関からさまざまな評価をいただいています。（2020年 11月 13日現在）
最新の評価等は、ウェブサイトをご参照ください。

（参照） 三菱重工ウェブサイト 社会からの評価 https://www.mhi.com/jp/csr/management/evaluation

ESGインデックス組入れ状況

当社は、世界各国の ESG評価機関より高い評価を得ており、国内外の ESGインデックスの構成銘柄に選定されています。

* ESGとは、環境（Environment）、社会（Social）、企業統治（Governance）の略。企業の財務面だけでなく、環境や社会等へ配慮しているかを投資決定の
重要な判断要素とする投資の指標です。

ダウ・ジョーンズ・サステナビリティ・インデックス（DJSI）
米国の S&P ダウ・ジョーンズ・インデックス社が選定する株価指標で、経済・
環境・社会の 3 つの側面から世界各国の企業の持続可能性（サステナビリティ）
を評価しています。「Asia Pacific Index」は、アジア・太平洋地域の主要企業か
ら選定されます。当社は DJSI の「Asia Pacific Index」の構成銘柄に 4年連続で
選定されています。

年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）がESG投資にあたり採用する4つの指数すべての構成銘柄に3年連続で選定されています。

FTSE Blossom Japan Index
ロンドン証券取引所が 100%出資する投資指数算出会社 FTSE Russell による
ESG全般を考慮に入れた「総合型」指数。FTSE JAPAN INDEX に選定されて
いる約 500 銘柄をユニバースとし、国内外の ESG 要因への対応力が優れた企
業のみで構成する時価総額加重平均型インデックス

MSCIジャパン ESGセレクト･リーダーズ指数
米国の投資指数算出会社 MSCI による「総合型」指数で、MSCI ジャパン IMI
のうち時価総額上位 500 銘柄をユニバースとし、MSCI の ESG リサーチでの
評価が高い銘柄を優先的に選抜した時価総額加重平均型のインデックス

MSCI日本株女性活躍指数（WIN）
米国の MSCI 社が開発したインデックスで、MSCI ジャパン IMI のうち時価総
額上位 500銘柄をユニバースとし、各業種から女性活躍を推進する性別多様性
スコアが高い上位半数の銘柄を選定したインデックス

S&P/JPXカーボン・エフィシェント指数
S&Pダウ・ジョーンズ・インデックス社と東京証券取引所が開発したインデッ
クスで、日本市場の動向を示す代表的な株価指数である TOPIX をユニバース
とし、環境情報の開示状況、炭素効率性（売上高当たり炭素排出量）の水準に
着目して、構成銘柄のウエイトを決定する指数

SOMPOサステナビリティ・インデックス
SOMPOリスクマネジメント株式会社が実施する環境（E）に関する企業調査と、インテグ
レックス社が実施する社会（S）・ガバナンス（G）に関する企業調査からESG総合スコア
リングを行い、基準スコア以上の企業によって構成されるインデックスです。当社は 2012
年から連続で選定されています。

The inclusion of Mitsubishi Heavy Industries, Ltd. in any MSCI index, and the use of MSCI 
logos, trademarks, service marks or index names herein, do not constitute a sponsorship, 
endorsement or promotion of Mitsubishi Heavy Industries, Ltd. by MSCI or any of its 
affiliates. The MSCI indexes are the exclusive property of MSCI. MSCI and the MSCI index 
names and logos are trademarks or service marks of MSCI or its affiliates.
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サステナビリティに関する社外からの評価

CDP 気候変動 2019「A-」評価
国際的な非営利団体 CDP は、気候変動や水に対する企業の取り組みをグローバ
ルに評価しています。スコアは、A、A-、B、B-、C、C-、D、D-、およびＦ（回
答辞退と無回答）の 9段階評価です。
当社は CDP 気候変動 2019評価にて「A-」を獲得しました。

EcoVadis 「シルバー」評価
フランスのEcoVadis社は、サプライチェーンの持続可能性に関する評価機関で、サプ
ライヤを評価・モニタリングするための共同プラットフォームを運用し、「環境」「労働
と人権」「倫理」「持続可能な資材調達」など広範囲に渡り調査・評価を行っています。
当社は昨年に引き続き、2020 年も最高位のゴールドに次ぐ 2 番目に高い「シルバー」
評価を獲得しました。

「女性活躍推進法」認定マークを取得
「女性の職業生活に関する法律」（女性活躍推進法）に基づき、女性活躍推進に一定
基準で優良な貢献をしている企業を厚生労働大臣が認定する「えるぼし」認定。
当社は2020年7月に三段階の最高評価である"三つ星"を獲得しました。女性が能力を発
揮しやすい職場環境の要素全項目で審査基準を満たしているとの認定を得たものです。

「次世代育成支援対策推進法」認定マークを取得
2005 年 4 月に施行された「次世代育成支援対策推進法」に基づいて従業員の子
育てを支援する行動計画を策定し、その実績が認められた企業に「次世代育成支
援対策推進法」認定マーク(愛称:くるみん)が交付されます。当社は 2007年に認
定マークを取得しました。
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独立保証報告書

三菱重工業株式会社 殿

ビューローベリタスジャパン（以下、ビューローベリタス）は、三菱重工業株式会社（以下、三菱重工）の委嘱に

基づき、三菱重工によって選定されたそのサステナビリティ情報に対して限定的保証業務を実施した。この保

証報告書は、以下に示す業務範囲内に含まれる関連情報に適用される。

選定情報

我々の業務範囲は、「ESG DATA BOOK 2020」（以下、データブック）に記載された、2019年 4月 1 日から 2020
年 3 月 31 日までの期間の、以下の情報（‘選定情報’）に対する保証に限定される。

・温室効果ガス排出量（スコープ 1 及びスコープ 2）： 三菱重工及び国内の三菱重工グループ会社 14 社

（計 15 社）の事業活動に伴うエネルギー起源 CO2 排出量

・三菱重工及び国内の三菱重工グループ会社 14 社（計 15 社）の事業活動に伴うエネルギー使用量

・三菱重工及び国内の三菱重工グループ会社 13 社（計 14 社）の事業活動に伴う水使用量

・三菱重工及び国内の三菱重工グループ会社 14 社（計 15 社）の事業活動に伴う廃棄物発生量

報告規準

データブック内に含まれる選定情報は、データブックに記載された報告規準と共に読まれ理解される必要があ

る。

限定と除外

以下に関する情報のいかなる検証も、我々の業務範囲からは除外される。

・定められた検証期間の外での活動

・‘選定情報’として挙げられていない、データブック内の他の情報

限定的保証は、リスクに基づいて選択されたサステナビリティデータのサンプルと、これに伴う限界に依拠して

いる。この独立報告書は、存在するかもしれないすべての誤り、欠損、虚偽表示を検出するための根拠とされ

るべきではない。

責任

データブック内の保証の対象とされた情報の作成と提示は、三菱重工単独の責任である。

ビューローベリタスはデータブック又は報告規準の作成に関与していない。我々の責任は、以下の通りである。

・保証の対象とされた情報が報告規準に準拠して作成されたかどうかについて、限定的保証を行うこと

・実施した手続きと入手した証拠に基づいて、独立した結論を形成すること

・我々の結論を三菱重工に報告すること

評価基準

我々は、International Standard on Assurance Engagements (ISAE) 3000 (Revised), Assurance Engagements 
Other than Audits or Reviews of Historical Financial Information (Effective for assurance reports dated on or after 
December 15, 2015) に準拠して業務を実施した。温室効果ガスについては、ISO14064-3(2006): Greenhouse 
gases  - Part 3: Specification with guidance for the validation and verification of greenhouse gas assertions の要

求事項に従って検証を実施した。

第三者保証
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実施した業務の概要

我々の独立した検証の一環として、我々の業務には以下が含まれる。

1. 三菱重工の担当者へのインタビューの実施

2. 用いられた想定の評価を含む、選択された情報をまとめるために使用されたデータの収集及び集計

プロセスと、データの対象範囲及び報告範囲の確認

3. 三菱重工によって提供された文書による証拠の確認

4. 定量的なデータの集計と分析のための三菱重工のシステムの確認

5. リスクに基づいて選定された以下の 3 箇所のサイト訪問実施による、データの源流を遡ってのサンプ

ルの検証

・三菱重工業株式会社 下関造船所 大和町工場

・三菱ロジスネクスト株式会社 滋賀工場

・三菱パワー株式会社 日立工場 日立地区

6. 選定情報についての集計計算の再実施

7. 業務活動の変化、買収及び譲渡を考慮した、選定情報の前年値に対する比較

限定的保証業務で実施される手続は、合理的保証業務よりもその種類と時期が多様であり、その範囲が狭い。

その結果、限定的保証業務で得られる保証の水準は、合理的保証業務が実施されていたなら得られたであろ

う保証よりも相当に低い。

検証された温室効果ガス排出量

我々は、ISO14064-3(2006)の要求事項に従って、温室効果ガスの検証を実施した。

三菱重工によって作成された温室効果ガスに関する主張において検証されたデータは、以下の通りである。

温室効果ガス排出量
[t-CO2e] 算定範囲

スコープ 1 121,522 三菱重工及び国内の三菱重工グループ会社 14 社（計 15
社）の事業活動に伴う、2019 年 4 月 1 日から 2020 年 3 月 31
日までの期間のエネルギー起源 CO2 排出量スコープ 2

（マーケット基準）
302,118 

結論

上述した我々の方法と活動に基づき、

・選定情報が、報告規準に従って適切に作成されていないことを示す事項は、すべての重要な点にお

いて認められなかった。

・三菱重工は、我々の保証業務の対象範囲における定量的なデータについて、収集・集計・分析のた

めの適切な仕組みを構築していると考えられる。

独立性、健全性及び能力の表明

ビューローベリタスは、190 年以上の歴史を有する、品質・環境・健康・安全・社会的責任に特化した独立の専

門サービス会社である。保証チームは、環境・社会・倫理・健康及び安全の情報・システム・プロセスに対する

検証の実施において幅広い経験を有している。

ビューローベリタスは、ISO9001:2015 の要求事項に適合する認証された品質管理システムを運用しており、従

って倫理的な要求事項、専門的な基準及び適用可能な法規制上の要求事項への適合に関する文書化され

た方針や手順を含む、品質管理の包括的なシステムを維持している。
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ビューローベリタスは、従業員が日々の業務活動において、誠実性、客観性、専門的な能力と配慮、機密保持、

専門家としての態度、及び高い倫理基準を維持することを確実にするために、国際検査機関連盟（IFIA）の要

求事項を満たす倫理規程を、業務全体に対して実施し適用している。

ビューローベリタスジャパン株式会社

横浜市中区日本大通 18 番地

2021 年 6 月 2 日
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三菱重工業株式会社

グループ戦略推進室 広報部

本報告書に関するお問い合わせ先

〒100-8332

TEL (03) 6275-6278  FAX (03) 6275-6474

東京都千代田区丸の内三丁目2番3号 丸の内二重橋ビル

発行時期 2020年11月
改訂 2021年6月 （マテリアリティ開示情報および環境データ第三者保証書追加）




